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令和８年８月 

目黒区教育委員会 



 

 

点検・評価報告書の作成に当たって 

 

 

 

本報告書は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の規定に基づき、効

果的な教育行政の一層の推進と区民への説明責任を果たすため、毎年度策定す

る「教育行政運営方針に基づく施策」と「目黒区立学校・園における働き方改

革実行プログラムに基づく取組」を対象に点検及び評価を行ったものです。 

目黒区教育委員会は、これらの点検・評価結果を踏まえながら今後も学校教

育の充実と生涯学習の振興に取り組み、「学び合い成長し合えるまち」の実現

を目指してまいります。 

 

 

令和８年８月 

 

                                   

目黒区教育委員会教育長 

                          高橋 和人 
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【参考】地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

(教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等) 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任

された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任さ

れた事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果

に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の

知見の活用を図るものとする。 
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第１ 教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価について 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２６条の規定に

基づき、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検・評

価を行うこととされています。本区では、目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執

行の状況の点検及び評価の実施方針（平成２０年１１月２７日目黒区教育委員会決定）に基づ

き実施しています。 

１ 目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針 

平成２０年１１月２７日 目黒区教育委員会決定 

（平成２９年４月３日 一部改正） 

（令和５年３月１４日 一部改正） 

（令和６年３月１２日 一部改正） 

１ 目的  

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 26 条の規定

に基づき、目黒区教育委員会（以下「委員会」という。）が自らの権限に属する事務の

管理及び執行の状況の点検及び評価を実施することにより、効果的な教育行政の一層の

推進を図るとともに、区民への説明責任を果たし、区民に信頼される教育行政を推進す

る。 

２ 点検及び評価の定義 

点検及び評価は、以下の内容をもって定義づける。 

（１）点検 個々の施策及び事業のこれまでの取組み状況や成果について、取りまとめる

ことをいう。 

（２）評価 個々の施策及び事業についての点検を踏まえ、課題を検討するとともに、今

後の取組みの方向性を示すことをいう。 

３ 点検及び評価の対象 

点検及び評価の対象は、毎年度策定する「教育行政運営方針に基づく施策」及び「目

黒区立学校・園における働き方改革実行プログラムに基づく取組の方向性」とする。 

４ 点検及び評価の実施 

（１）点検及び評価は、上記３の進捗状況を総括するとともに、課題や今後の取組の方向

性を示すものとし、毎年 1 回実施する。 

（２）点検及び評価に当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見を活用する。 

（３）委員会において点検及び評価を行った後、その結果を取りまとめた報告書を作成す

る。 

５ 議会への報告 

  目黒区議会第三回定例会までに区議会議長宛て報告書を提出する。 

６ 区民への公表 

  区民への公表は、区議会報告後、区報、区公式ウェブサイトその他の方法により行

う。 

７ その他 

  その他、本制度の実施に関し必要な事項は、教育長が定める。 

 

２ 実施方針４の（２）に規定する学識経験を有する者 

氏名 所属 

生形 章 前 秀明大学学校教師学部 教授 

米津 光治 文教大学教育学部学校教育課程 教授 
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第２ 目黒区教育委員会の活動について 

１ 教育委員会の組織 

教育委員会は、区立の幼稚園・小学校・中学校、図書館などの教育機関の設置、管理及び

社会教育その他の教育事務を執行する地方行政機関で、区長が区議会の同意を得て任命した

教育長と４人の委員で構成されています。教育長の任期は３年、委員の任期は４年で、再任

も認められています。 

   令和７年度 教育長及び教育委員       

職名 氏名 任期 

教育長 

高 橋  和 人 令和７年１０月１日から令和１０年９月３０日まで 

関 根  義 孝 令和４年１０月１日から令和７年９月２６日まで 

教育長職務代行者 
（※１） 

片 山  覚 令和３年１０月１日から令和７年９月３０日まで 

教育長職務代行者 
（※２） 

若井田 正文 令和４年１２月１日から令和８年１１月３０日まで 

委員 松村 眞理子 令和５年１２月９日から令和９年１２月８日まで 

委員 髙橋 智佳子 令和６年１０月１日から令和１０年９月３０日まで  

委員 小 枝  義 典 令和７年１０月１日から令和１１年９月３０日まで 

（※１）教育長職務代行者は令和６年１０月１日から令和７年９月３０日まで 

（※２）教育長職務代行者は令和７年１０月１日から    

 

２ 教育委員会の会議 

   教育行政の基本的な方針の決定や諸問題の解決等の重要案件を処理するために、原則毎週

火曜日に教育委員会定例会を開催するとともに、特に緊急案件を処理するために、教育委員

会臨時会を開催し、付議された事案を審議したほか、諸事項についての意見・情報の交換、

業務報告を受け、教育行政の適正な運営に努めました。 

 

  ○令和７年度定例会・臨時会の開催回数と議案付議件数  

会議種別 開催回数 付議件数 議案付議内容別件数 

定例会 ３７ ７８ 規則関係 ２７ 区議会議案意見聴取関係 ３２

人事関係  ４  財産関係  ０ 

諮問関係  １  その他  １４ 

臨時会 １ ０ 

計 ３８ ７８ 
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令和７年度定例会・臨時会の審議・報告内容  

会議名 

開催日 
議事 件      名 

第 11回 

定例会 

4月1日 

議案 32 

 

幹部職員の任命について 

 

第 12回 

定例会 

4月8日 

協議 

報告 

 

報告 

報告 

目黒区教育支援委員会委員の委嘱及び任命について 

令和７年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（令和６年度分）の実

施について 

令和７年度自然宿泊体験教室事業の実施について 

令和７年度学校評議員の委嘱について 

第 13回 

定例会 

4月15日 

議案 33 

報告 

報告 

報告 

目黒区教育支援委員会委員の委嘱及び任命について 

春季休業明けの幼児・児童・生徒の欠席状況について 

令和６・７年度青少年委員の欠員補充に係る委嘱について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

第 14回 

定例会 

4月22日 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和７年度児童生徒数・学級数について 

令和６年度情報セキュリティ施策に関する取組結果及び令和７年度情報セキュリティ施策について 

目黒区立目黒中央中学校で発生した停電について 

令和７年度研究指定校等の状況について 

訴訟事件の発生について 

第 15回 

定例会 

5月 13日 

議案 34 

報告 

目黒区立鷹番小学校等複合施設基本構想の策定について 

目黒区めぐろ歴史資料館の臨時休館について 

第 16回 

定例会 

5月 20日 

協議 

協議 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う幼稚園教育職員の関係規則の一部改正について 

目黒区文化財保護審議会委員の委嘱について 

令和７年度目黒区教職員等の配置状況について 

令和６年度目黒区立学校卒業生の進路状況について 

令和６年度目黒区立学校におけるいじめの状況について 

令和６年度目黒区立学校における不登校の状況について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

第 17回 

定例会 

5月27日 

報告 

議案 35 

議案 36 

議案 37 

議案 38 

議案 39 

議案 40 

議案 41 

議案 42 

報告 

報告 

報告 

区立学校におけるいじめの発生について 

目黒区個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

目黒区民センター等整備事業審査委員会条例を廃止する条例（意見聴取） 

中目黒スクエア改修工事の請負契約（意見聴取） 

中目黒スクエア改修に伴う機械設備工事の請負契約（意見聴取） 

中目黒スクエア改修に伴う電気設備工事の請負契約（意見聴取） 

幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

目黒区文化財保護審議会委員の委嘱について 

教育委員会事務局各課の主要課題について 

目黒区立学校授業アドバンサー表彰について 

令和６年度目黒区めぐろ歴史資料館等の利用状況について 

第 18回 

定例会 

6月10日 

議案 43 

議案 44 

協議 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部改正について 

令和７年第２回区議会定例会一般質問通告について 

令和７年度児童生徒数・学級数について 

ＭＥＧＵＲＯスマートスクール・アクションプランの進捗状況（令和６年度分）について 

令和７年度学校運営協議会委員の任命及び開催状況について 

令和６年度子ども教室の実施結果について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

第 19回 

定例会 

6月24日 

議案 45 

議案 46 

協議 

報告 

報告 

報告 

目黒区個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

目黒区教育委員会いじめ問題対策委員会委員の委嘱について 

区立こども園における個人情報の漏えい事故について 

令和７年度目黒区立中学校における部活動の状況について 

目黒区立目黒本町社会教育館コミュニティルームの一部臨時休室について 

第 20回 

定例会 

7月1日 

議案 47 

報告 

報告 

 

報告 

報告 

目黒区教育委員会いじめ問題対策委員会委員の委嘱について 

令和７年第２回区議会定例会一般質問の答弁（要旨）について 

区立学校・園及び児童館・学童保育クラブ等における熱中症特別警戒アラート及び東京暑さ情報の発表時の対

応について 

小学校八ヶ岳自然宿泊体験教室事業企画・運営業務委託に係る事業者公募の実施について 

令和７年度学級閉鎖等の状況（６月２７日現在） 
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会議名 

開催日 
議事 件      名 

第 21回 

定例会 

7月8日 

報告 

報告 

 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和７年度目黒区一般会計補正予算（第１号）について 

令和７年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（令和６年度分）報告

書（素案）について 

学校給食用食材の産地偽装報道に伴う目黒区の対応について 

新たな目黒区民センター等整備・運営事業の再検討の進め方及び令和７年度からの取組事項について 

目黒区立鷹番小学校等複合施設基本設計素案について（案） 

個人情報が記載された書類の紛失について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

第 22回 

定例会 

7月29日 

議案 48 

協議 

 

報告 

報告 

報告 

目黒区立緑ヶ丘小学校等の屋内プールの使用に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

令和７年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（令和６年度分）報

告書（案）について 

令和８年度隣接中学校希望入学制度の実施について 

めぐろ学校サポートセンター施設を活用した常設仮校舎基本設計案に係る住民説明会の実施結果について 

令和８年度学校運営協議会設置校・園の選定について（案） 

第 23回 

定例会 

8月5日 

報告 

報告 

議案 49 

 

報告 

報告 

令和７年度目黒区一般会計補正予算（第１号）の内示について 

目黒区立向原小学校等複合施設改築に伴う請負契約について 

令和７年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（令和６年度分）に

ついて 

めぐろ学校教育プランの改定に係るコンサル支援委託導入について 

令和７年度めぐろ区民キャンパス構成施設の臨時休館及び付帯駐車場の臨時休業について 

第 24回 

定例会 

8月19日 

議案 50 

議案 51 

協議 

 

協議 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和７年度目黒区一般会計補正予算（第１号）（意見聴取） 

令和６年度目黒区一般会計歳入歳出決算の認定について（意見聴取） 

令和８年度使用目黒区立小学校教科用図書の採択及び令和８年度使用目黒区立中学校教科用図書の採択につ

いて 

令和８年度使用目黒区立学校特別支援学級教科用図書の採択について 

「目黒区スポーツ推進計画」改定の素案について（案） 

教育長臨時代理の報告について（目黒区立向原小学校等複合施設改築工事の請負契約等） 

公共施設等マネジメントの推進に向けた基本的な考え方について 

「めぐろ学校サポートセンター」のあり方の見直しについて 

めぐろ歴史資料館の令和８年度以降の事業展開について 

第 25回 

定例会 

8月26日 

議案 52 

 

議案 53 

議案 54 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和８年度使用目黒区立小学校教科用図書の採択及び令和８年度使用目黒区立中学校教科用図書の採択につ

いて 

令和８年度使用目黒区立学校特別支援学級教科用図書の採択について 

会計年度任用講師の任用等に関する規則の一部を改正する規則 

目黒南中学校・目黒西中学校新校舎建設の入札不調に伴う工期延長について 

令和７年度目黒区学習状況調査結果の概要について 

令和７年度全国学力・学習状況調査結果の概要について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

第 26回 

定例会 

9月2日 

議案 55 

協議 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和７年度目黒区一般会計補正予算（第２号）（意見聴取） 

目黒区めぐろ学校サポートセンター条例の一部改正について 

令和７年第３回区議会定例会一般質問通告について 

令和７年度教育施策説明会（教育施策に関する説明動画の配信）の実施結果について 

令和８年度区立幼稚園及びこども園の園児募集について 

夏季休業明けの幼児・児童・生徒の欠席状況について 

第 27回 

定例会 

9月16日 

報告 

議案 56 

報告 

報告 

区立学校におけるいじめの発生について 

目黒区めぐろ学校サポートセンター条例の一部を改正する条例の立案請求について 

令和７年第３回区議会定例会一般質問の答弁（要旨）について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

第 28回 

定例会 

9月30日 

議案 57 

議案 58 

議案 59 

報告 

報告 

報告 

報告 

幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

目黒区めぐろ歴史資料館条例の停止に関する条例の立案請求について 

目黒区立鷹番小学校等複合施設基本設計案について（案） 

令和７年度東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調査の結果について 

目黒区立図書館の臨時休館及び大橋図書館照明ＬＥＤ化工事に伴う取扱業務の一時変更について 

訴訟事件の判決について 

第 1 回 

臨時会 

10月1日 

 

 

議席の決定について 

教育長職務代行者の指名について 
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会議名 

開催日 
議事 件      名 

第 29回 

定例会 

10月21日 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和８年度隣接中学校希望入学制度申込結果（中間集計）について 

目黒区子ども読書活動推進計画素案（案）について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

令和７年度学級閉鎖等の状況（１０月１７日現在） 

第 30回 

定例会 

10月28日 

報告 

報告 

報告 

区立学校におけるいじめの発生について 

令和７年第３回区議会定例会中の決算特別委員会での教育委員会に係る質問の答弁（要旨）について 

令和７年度学級閉鎖等の状況（１０月２４日現在） 

第 31回 

定例会 

11月4日 

議案 60 

議案 61 

議案 62 

議案 63 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

目黒区めぐろ学校サポートセンター条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

目黒区めぐろ歴史資料館条例の停止に関する条例（意見聴取） 

目黒区立向原小学校等複合施設改築に伴う機械設備工事の請負契約の一部変更について（意見聴取） 

目黒区立向原小学校等複合施設改築に伴う電気設備工事の請負契約の一部変更について（意見聴取） 

目黒区教育委員会児童生徒表彰の見直しについて 

令和７年度前期目黒区立学校におけるいじめの状況について 

令和７年度前期目黒区立学校における不登校の状況について 

目黒区子ども読書活動推進計画素案（案）について（修正） 

訴訟事件の発生について 

令和７年度学級閉鎖等の状況（１０月３１日現在） 

第 32回 

定例会 

11月18日 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和８年度当初予算に係る主な要求項目について 

令和７年第４回区議会定例会一般質問通告について 

目黒区学校教育応援基金（仮称）の創設について（案） 

目黒区文化財保護基金（仮称）の創設について（案） 

令和８年度隣接中学校希望入学制度の申込結果について 

ひがしやま幼稚園での在園児向け一時預かり事業の実施について（案） 

区立小・中学校、こども園及び保育園における給食食材等の放射性物質の検査の終了について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

令和７年度学級閉鎖等の状況（１１月１４日現在） 

第 33回 

定例会 

11月25日 

議案 64 

議案 65 

議案 66 

協議 

協議 

協議 

協議 

報告 

 

報告 

目黒区長等の給料等に関する条例等の一部を改正する条例（意見聴取） 

幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

目黒区学校教育応援基金条例の制定について 

目黒区文化財保護基金条例の制定について 

目黒区教育・保育に係る利用者負担額等を定める条例の一部改正について 

目黒区立幼稚園条例の一部改正について 

令和８年度目黒区立小・中学校及び幼稚園・こども園教育課程の基本方針及び教育課程編成・実施の留意事

項（基本的な考え方）について（案） 

令和７年度学級閉鎖等の状況（１１月２１日現在） 

第 34回 

定例会 

12月2日 

議案 67 

議案 68 

議案 69 

議案 70 

議案 71 

議案 72 

議案 73 

報告 

報告 

報告 

目黒区学校教育応援基金条例の立案請求について 

目黒区文化財保護基金条例の立案請求について 

目黒区教育・保育に係る利用者負担額等を定める条例の一部を改正する条例の立案請求について 

目黒区立幼稚園条例の一部を改正する条例の立案請求について 

幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の初任給、昇格及び昇給等に関する規則の一部を改正する規則 

令和７年第４回区議会定例会一般質問の答弁（要旨）について 

令和７年度公立小中学校教員公募について 

令和７年度学級閉鎖等の状況（１１月２８日現在） 

第 35回 

定例会 

12月9日 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

「「強い経済」を実現する総合経済対策」に係る対応について 

令和７年度目黒区一般会計補正予算（第４号）について 

めぐろエミール室外支援事業「月光分室」の開始について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

令和７年度学級閉鎖等の状況（１２月５日現在） 

第 36回 

定例会 

12月16日 

協議 

協議 

報告 

報告 

報告 

報告 

義務教育等教員特別手当に関する規則の一部改正について 

幼稚園教育職員の特殊勤務手当に関する規則の一部改正について 

学校施設の空調設備更新に向けた検討経過と今後の方向性について 

令和７年度小・中学校卒業式祝辞について（案） 

令和７年度目黒区手をつなぐ親の会と教育委員会の懇談会の実施結果について 

令和７年度学級閉鎖等の状況（１２月１２日現在） 
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会議名 

開催日 
議事 件      名 

第 37回 

定例会 

12月23日 

議案 74 

議案 75 

報告 

報告 

報告 

義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則 

教育長臨時代理の報告について（令和７年度目黒区一般会計補正予算（第３号）） 

令和８年度組織改正（第一次）及び職員数内内示について 

令和７年度学級閉鎖等の状況（１２月１９日現在） 

第 1 回 

定例会 

1月13日 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和８年度目黒区一般会計当初予算原案について 

目黒区障害者活躍推進計画（令和８年度～令和１２年度）（素案）について（案） 

下目黒小学校建替え及び複合化の進め方について 

冬季休業明けの幼児・児童・生徒の欠席状況について 

令和７年度目黒区立学校授業スペシャリスト及び目黒区立学校授業アドバンサーの表彰者について 

令和７年度いじめ問題を考えるめぐろ子ども会議の実施状況について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

令和７年度学級閉鎖等の状況（１月９日現在） 

第 2 回 

定例会 

1月20日 

報告 

報告 

令和８年度以降の児童生徒数・学級数の推計等について 

令和７年度小・中学校卒業式祝辞について（案） 

第 3 回 

定例会 

1月27日 

議案 1 

議案 2 

議案 3 

議案 4 

議案 5 

議案 6 

議案 7 

議案 8 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

目黒区付属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

目黒区職員定数条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

目黒区長等の給料等に関する条例等の一部を改正する条例（意見聴取） 

目黒区学校教育応援基金条例（意見聴取） 

目黒区文化財保護基金条例（意見聴取） 

令和７年度目黒区一般会計補正予算（第４号）（意見聴取） 

令和８年度目黒区一般会計予算（意見聴取） 

令和８年度教育行政運営方針（素案）について 

令和８年度組織改正（第二次）及び職員数内示について 

令和７年度目黒区教育委員会児童生徒表彰について 

めぐろ芸術文化振興プラン改定案について（案） 

目黒区子ども読書活動推進計画案（案）について 

令和７年度学級閉鎖等の状況（１月２３日現在） 

第 4 回 

定例会 

2月3日 

議案 9 

報告 

報告 

報告 

 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

教育管理職の任命に関する内申について 

「めぐろ学校教育プラン（令和４年度～令和８年度）」改定の進め方について（案） 

「ＭＥＧＵＲＯスマートスクール・アクションプラン」改定の進め方について（案） 

地方自治法改正に伴う「地方公共団体におけるサイバーセキュリティを確保するための方針」の策定につい

て（案） 

令和７年度目黒区立学校・園における学校・園評価アンケートの実施結果等について 

目黒区不登校対応基本方針の策定について（案） 

令和８年度めぐろシティカレッジについて 

令和８年度社会教育館・緑が丘文化会館の年間事業計画（案）について 

訴訟事件の発生について 

令和７年度学級閉鎖等の状況（１月３０日現在） 

第 5 回 

定例会 

2月10日 

協議 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

目黒区めぐろ学校サポートセンター条例施行規則の一部改正について 

令和８年第１回区議会定例会質問通告について 

目黒区障害者活躍推進計画（令和８年度～令和１２年度）案について（案） 

目黒区スポーツ推進計画改定案について（案） 

めぐろ学校サポートセンター施設を活用した常設仮校舎整備に係る実施設計案について（案） 

令和７年度学級閉鎖等の状況（２月６日現在） 

第 6 回 

定例会 

2月17日 

議案 10 

議案 11 

議案 12 

議案 13 

議案 14 

議案 15 

議案 16 

議案 17 

議案 18 

協議 

報告 

報告 

目黒区乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（意見聴取） 

目黒区特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準を定める条例（意見聴取） 

目黒区立幼稚園条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

目黒区教育・保育に係る利用者負担額等を定める条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

目黒区立目黒南中学校新築工事の請負契約（意見聴取） 

目黒区立目黒南中学校新築に伴う機械設備工事の請負契約（意見聴取） 

目黒区立目黒南中学校新築に伴う電気設備工事の請負契約（意見聴取） 

目黒区情報公開・個人情報保護審査会への諮問について 

目黒区めぐろ学校サポートセンター条例施行規則の一部を改正する規則 

放課後フリークラブの実施に関する規則の一部改正について 

令和８年度教育行政運営方針（案）について 

令和７年度学級閉鎖等の状況（２月１３日現在） 
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会議名 

開催日 
議事 件      名 

第 7 回 

定例会 

2月24日 

議案 19 

議案 20 

議案 21 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

放課後フリークラブの実施に関する規則の一部を改正する規則 

目黒区めぐろ歴史資料館条例施行規則の停止に関する規則 

目黒区めぐろ歴史資料館処務規則の停止に関する規則 

就学援助・就学奨励費に係る所得限度額の算定方法の変更について 

令和８年度区立幼稚園及びこども園の入園申込状況等について 

令和８年度自然宿泊体験教室事業の実施について 

令和８年度学校標準給食費について（案） 

目黒南中学校・目黒西中学校新校舎建設工事の入札結果と今後の対応について 

令和７年度教員等研修の実施状況及び令和８年度の方向性について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

令和７年度学級閉鎖等の状況（２月２０日現在） 

第 8 回 

定例会 

3月3日 

議案 22 

議案 23 

議案 24 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

目黒区公立幼稚園教育管理職の任命について 

目黒区立図書館処務規則の一部を改正する規則 

目黒区子ども読書活動推進計画の策定について 

令和８年第１回区議会定例会代表質問・一般質問の答弁（要旨）について 

めぐろ学校教育プランの進捗状況（令和７年度分）について 

令和８年度児童生徒数・学級数の推計について 

目黒区不登校対応指針の策定について（案） 

令和７年度学級閉鎖等の状況（２月２７日現在） 

第 9 回 

定例会 

3月17日 

議案 25 

議案 26 

報告 

報告 

報告 

目黒区立学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則 

目黒区教職員住宅の設置及び管理に関する規則を廃止する規則 

個人情報が記載された書類の紛失について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

令和７年度学級閉鎖等の状況（３月１３日現在） 

第 10回 

定例会 

3月31日 

議案 27 

議案 28 

議案 29 

議案 30 

議案 31 

議案 32 

議案 33 

議案 34 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

目黒区教育委員会事務従事幹部職員の異動について 

目黒区教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の初任給、昇格及び昇給等に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の管理職員特別勤務手当に関する規則の一部を改正する規則 

令和８年第１回区議会定例会中の予算特別委員会での教育委員会に係る質問の答弁（要旨）について 

令和７年度教育施策説明会の実施結果及び令和８年度教育施策説明会の実施について 

スクールロイヤーによる区立学校等法律相談の令和７年度実施状況及び令和８年度実施予定について 

令和８年度学校経営方針等のプレゼンテーションについて（案） 

「学校・園防災マニュアル【改定版】」の修正案について 

幼稚園・こども園における定員設定の見直しについて 

区立小学校における個人情報の漏えい事故について 
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第３ 令和７年度教育行政運営方針の点検及び評価について 

   令和７年度教育行政運営方針の施策及びその方向性に対応した個々の実施事業について、

教育委員会各課が作成した点検・評価票に基づき、学識経験者とヒアリングを行った上で、

点検・評価結果として取りまとめました。 

次ページ以降、実施事業単位に令和７年度の取組状況、点検・評価結果、今後の方向性等

（拡充、継続、再編・見直し、縮小、終了）を記述するとともに、点検・評価結果について

次の基準により３段階で示しています。 

１ 点検・評価結果の基準 

   点検・評価結果の基準は次のとおりとする。 

Ａ：当初の計画どおりに実施できており、一定の成果が得られた 

Ｂ：当初の計画どおりに概ね実施できたが、取組の強化が必要である 

Ｃ：当初の計画どおりに実施できなかったため、改善の余地がある 

 

２ 点検・評価結果の総括表  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 施策の方向性

施策１　知・徳・体を総合的に捉えた資質・能力の育成 12 0 0 12

１－１ 確かな学力の向上(p.11～) 3 0 0 3

１－２ 豊かな心の育成(p.13～) 4 0 0 4

１－３ 健やかな体の育成(p.15～) 3 0 0 3

１－４ ＩＣＴを活用した教育の充実(p.16～) 2 0 0 2

施策２　学校の教育活動を支える環境整備の推進 14 1 1 16

２－１ いじめ防止等の対応の充実(p.19) 1 0 0 1

２－２ 不登校等への対応の充実(p.20～) 3 0 0 3

２－３ 特別支援教育の推進(p.22～) 3 0 0 3

２－４ 学校のＩＣＴ環境整備の推進(p.24) 2 0 0 2

２－５ 就学前施設・小学校中学校間の連携・交流の強化(p.25) 2 0 0 2

２－６ 統合新校の新校舎整備及び学校施設の計画的な更新(p.26～) 3 1 1 5

9 2 0 11

３－１ 高い専門性と指導力、協働性を備えた教員人材の育成(p.29) 2 0 0 2

３－２ 働き方改革の推進・「チーム学校」の機能強化(p.30～) 4 2 0 6

３－３ 「地域とともにある学校づくり」と「学校を核とした地域づくり」の実現(p.33～) 3 0 0 3

6 0 0 6

４－１ 子どもの安全教育の推進(p.36～) 2 0 0 2

４－２ 地域や関係機関との連携による安全対策の強化(p.38～) 3 0 0 3

４－３ 学校・園における児童虐待等の早期発見・早期対応の推進(p.40) 1 0 0 1

施策５　生涯学習の充実 7 2 0 9

５－１ 生き生きと学び合える生涯学習事業の充実(p.42) 1 0 0 1

５－２ 家庭教育を支援する事業の実施(p.43) 0 1 0 1

５－３ 文化財を活用した啓発・普及事業の実施(p.43～) 1 1 0 2

５－４ 図書館サービスの充実(p.44～) 5 0 0 5

　　　　総　　計 48 5 1 54

計

施策３　学校内外の連携・分担による学校マネジメントの実現

施策４　子どもの安全・安心の確保

施策
Ａ Ｂ Ｃ
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３ 各実施事業の点検・評価結果  

【施策１】 知・徳・体を総合的に捉えた資質・能力の育成 

【施策１の方向性】 

１－１ 確かな学力の向上 

きめ細かい指導や教科の専門性を生かした指導ができるよう指導体制を整えるととも

に、学力の定着状況の把握・分析を踏まえた指導方法の工夫・改善を図る。また、充実し

た研修により、個別最適な学び、協働的な学びの充実を通じた「主体的・対話的で深い学

び」の実現に向けた授業改善を推進する。 

１－２ 豊かな心の育成 

人権教育や道徳教育を通じて、人権意識を高め、道徳性を養うとともに、文化、芸術、

スポーツなど様々な体験活動を通じて、社会性・協調性や規範意識を醸成する教育活動を

推進する。 

１－３ 健やかな体の育成 

児童・生徒の望ましい運動習慣・生活習慣の確立に向け、学校と家庭が連携し、健康

の保持増進及び体力向上の取組や食育など健康教育を推進する。 

１－４ ＩＣＴを活用した教育の充実 

児童・生徒が学習用情報端末を中心としたＩＣＴ環境を効果的に活用する中で、「個別

最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実を図るとともに、情報活用能力の育成を

図る。 
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【施策１】 知・徳・体を総合的に捉えた資質・能力の育成 各実施事業の点検・評価結果 

１－１ 確かな学力の向上 

1－1－1 授業改善の推進  

本区の特色である文部科学省研究開発学校（小学校４０分授業午前５時間制を全校実施、中学校

４５分授業を一部の中学校において実施）や目黒区教育委員会教育開発指定等により、個別最適な

学び、協働的な学びの充実を通じた「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた指導方法の工夫・

改善を行う。 

また、区独自の学習状況調査や全国学力・学習状況調査等の教育データから児童・生徒の個別最適

な学びと教員による個別支援の充実を図る。 

連番号 
１ 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

文部科学省研究開発学校は、令和６

年度から３年間の延長申請を受け、現

在では小学校２２校で４０分授業午

前５時間制、中学校４校で４５分授業

を実施し、これらの学校に対して、指

導主事が訪問し、各学校の取組に応じ

た支援を行った。 

中学校２校をモデル校として、総合

的な学習の時間に係るコンサルティ

ング業務委託を実施した。モデル校で

は、委託企業による自己を探究したり

興味・関心を広げ、発展させたりする

プログラムを実施し、地域連携や外部

機関、企業との連携を推進した。 

各学校では、目黒区学習状況調査結

果等を基に「目黒区授業改善の手引き

～学力調査活用編～」を活用しながら

指導方法の工夫・改善を行うことに加

え、区立学校全校の全児童・生徒を対

象に導入しているＡＩ機能を搭載し

たデジタルドリル等を活用し、個別最

適な学びの充実に取り組んだ。 

文部科学省研究開発学校や目黒

区教育委員会教育開発指定校等に

指導主事が学校訪問することで、

指導方法に対する教員の理解啓発

を行うことができた。 

総合的な学習の時間に係るコン

サルティング業務委託を中学校２

校で実施し、教材及び指導資料を

作成し、全中学校へ展開すること

ができた。 

目黒区学習状況調査結果から、

基礎的・基本的な知識・技能の定着

状況を把握し、デジタルドリルを

活用しながら児童・生徒の個別最

適な学びと教員による個別支援の

充実を図ることができた。 

令和７年度学校評価アンケート

では、学習理解度に関する設問にお

いて、児童・生徒の肯定的な回答の

割合は、高い水準を維持している。 

引き続き、文部科学省研究開発

学校や目黒区教育委員会教育開

発指定校、企業連携の取組を通し

て、個別最適な学びと協働的な学

びの充実を通じた「主体的・対話

的で深い学び」の実現に向けた指

導方法の工夫・改善を図っていく

ことができるよう指導主事が学

校訪問等を行い、支援していく。 

目黒区学習状況調査結果と総

合質問紙調査「ｉ‐ｃｈｅｃｋ」

を関連付けて分析することが重

要であることから、教員が児童・

生徒の確かな学力向上の取組を

進められるよう、支援していく。 
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1－1－2 外国語教育の充実 

ＡＬＴの活用のほか、体験的に英語を使う機会として、全区立中学校第１学年生徒を対象とした

日帰り体験型英語学習や、希望する区立中学校第２学年生徒を対象としためぐろイングリッシュ・

キャンプを実施する。 

連番号 
２ 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

＜めぐろイングリッシュ・キャンプ＞ 

八ヶ岳林間学園で３日間のプログ

ラムを実施した。 

■中学校 区立中学校生徒８０人

（希望）が参加 

 

＜日帰り体験型英語学習事業＞ 

各学校、任意の時期に実施した。イ

ングリッシュスピーカーが案内役と

なり、日常生活のシーンを想定した

数々のプログラムに参加したり、様々

な分野の知識・思考を深められるプロ

グラムにグループで話し合いながら

取り組んだりした。 

■中学校 全校（７校）実施 

めぐろイングリッシュ・キャン

プでは生徒７人程度の小集団に対

して１人の外国人指導員を配置し

てオールイングリッシュで活動し

た。遠方のため、アクティビティに

て使用する道具や活動にかかる時

間の確認が不十分で時間内に終わ

らないなどの課題が生じた一方

で、積極的に英語を話そうとする

生徒の意欲向上につなげることが

できた。 

日帰り体験型英語学習事業は、

１人のイングリッシュスピーカー

に対して、生徒７人程度の小集団

を編成して活動したことで、生徒

一人ひとりが英語を十分に話す機

会を得ることができ、様々な体験

型のプログラムを通して、積極的

に英語を話そうとする意欲や英語

に対する興味・関心の向上につな

げることができた。 

 

めぐろイングリッシュ・キャン

プについては、活動時間の確保や

緊急対応を円滑に行う観点から、

全区立中学校第２学年生徒の参

加希望者（８０人程度）を対象と

して、国立オリンピック記念青少

年総合センターで実施する。 

日帰り体験型英語学習事業に

ついては、引き続き区立中学校第

１学年の全生徒を対象に、各学校

の実情に応じた時期に実施する。 

 

1－1－3 理科教育の充実 

理科に対する興味・関心を高め、科学的リテラシーを向上させるため、引き続き、観察実験支援員

等を配置・活用するとともに、指導資料「理科指導のポイント」を配付し、問題解決の学習の進め方

及び観察・実験のポイント等の理解を深める。 

連番号 
３ 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

理科に対する興味・関心を高め、科

学的リテラシーを向上させるため、各

学校が実態に応じた授業改善を推進

するための指導資料「理科指導のポイ

ント」を配付し、問題解決の学習の進

め方及び観察・実験のポイント等の理

解を深めた。校内研修会において、指

導主事が本資料を活用した指導・助言

を行った。 

指導資料に基づいて、問題解決の

学習の進め方や観察・実験における

指導上のポイントについて理解を

深める取組を行った。校内研修会に

おいて、当該指導資料を講義で活用

した結果、児童が主体的に課題を見

いだし、考察を深める学習過程を意

識した授業改善が図られた。 

引き続き、指導資料を理科授業

改善の参考資料として位置付け、

年次研修等において指導主事が当

該資料を活用した具体的な指導・

助言を行うことで、各学校におけ

る授業改善の一層の推進を図る。 
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１－２ 豊かな心の育成 

1－2－1 人権教育の推進 

学校・園において、人権教育の質的向上を図るため、目黒区人権教育推進校の取組の成果を実践報

告や授業公開等を通じて、他校・園に普及・啓発する。 

連番号 
４ 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

令和７年度は、本区で重点的に取り

組む人権課題を「障害者」「子ども」

とし、人権教育推進校１年目の学校

（烏森小学校・宮前小学校）において

は実践を進めた。目黒区人権教育推進

校２年目の学校・園（碑小学校・ひが

しやま幼稚園）においては、公開授業・

保育及び事例報告会を実施した。 

「目黒区人権教育推進校」の事例

報告及び公開授業への参加を人権

教育研修として実施することで、各

学校・園において人権教育上の課題

について理解を深め、人権教育を具

体的に推進することができている。 

令和８年度は重点とする人権

課題を「子ども」「外国人」「イ

ンターネットによる人権侵害」と

し、人権教育推進校として新たに

下目黒小学校と第十中学校を指

定する。人権教育推進校の２年目

での学校（烏森小学校・宮前小学

校）において、公開授業及び事例

報告会を実施し、他校・園に実践

事例を提供する。 

1－2－2 国際社会に対応する教育の推進 

小・中学校の各教科等で行われる国際理解教育において、外国との交流活動や我が国の伝統文化

に関する学習を引続き推進する。 

また、帰国児童・生徒や外国籍の児童・生徒が増加傾向である現状を踏まえ、持続可能な日本語指

導・支援体制の確立を図る。 

連番号 
５ 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

＜児童生徒作品交流＞ 

北京市東城区には、書画７０点を送

付した。なお、賀状交換については政

治的な動きにより日程がうまく組め

ず、中止した。 

ソウル市中浪区とは、賀状交換を児

童３０７名が行った。 

ジョージア州からは、絵画作品２８

点を受領し、目黒区連合展覧会におい

て区美術館に展示した。目黒区からは

絵画作品３０点を送付した。 

 

＜伝統・文化理解教育＞ 

能・狂言ワークショップ（全小学校

２２校）、和楽器体験ワークショップ

（小学校６校）、茶道体験教室（小学

校８校）、華道体験教室（小学校８校）

を実施した。 

 

＜三区間交流＞ 

目黒区の中学生１６名が北京市東

城区へ行き、北京市東城区及びソウル

市中浪区の同年代の子どもたちと共

にバドミントンによる交流を実施し

た。 

 

児童生徒作品交流については、継

続して異なる３か国と実施し、計画

的に異文化理解教育が行われてい

る。 

伝統・文化理解教育については、

体験を通して日本の伝統文化の礼

儀や作法を学び、おもてなしの心を

醸成する機会となったほか、伝統文

化のよさを感じ、文化を伝承しよう

とする態度を育成する機会となっ

た。 

三区間交流については、区内在住

の中学校第２学年希望生徒とし、ス

ポーツ交流を主とした内容で実施

することができた。 

 

児童生徒作品交流については、

引き続き３か国と実施していく。 

伝統・文化理解教育について

は、引き続き、能・狂言ワークシ

ョップを全小学校で実施する。和

楽器体験ワークショップ、茶道体

験教室、華道体験教室について

は、小学校が各学校の実態に応じ

て第４学年から第６学年のうち

いずれかの学年を選択し、体験教

室を実施する。 

三区間交流については、引き続

き文化・交流課が中心となりホス

ト区である目黒区を開催地とし

て実施する。 
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1－2－３ 体験学習の充実 

自然を愛し、美しいものに感動する体験活動や、体育・文化について日常の学習の成果を発揮する

場、美しい芸術を共に体験し、感動を分かち合う機会等を教育課程に位置付けて実施し、実施後は評

価・改善を図り充実に努める。 

連番号 
６ 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

各小・中学校において、学校の教育

目標や児童・生徒、地域の実態を踏ま

えながら、体験的な学習を教育課程に

位置付けて行った。実施後は、各小・

中学校において見直しを図った。 

令和７年度学校評価アンケート

における、体験活動や学校行事等を

含む特別活動に関する設問につい

て、児童・生徒の肯定的な回答の割

合は、高い水準を維持している。 

引き続き、各小・中学校では、

体験的な学習内容を充実させて

いくとともに、子どもたちが質の

高い教育を受けられるよう、これ

までの取組内容の精選や変更等

を適宜行い、体験学習の充実に努

める。 

また、八ヶ岳林間学園の老朽化

への対応や自然宿泊体験教室実

施方針の見直しについて検討す

る。 

1－2－4 連合行事等の充実 

自他のよさを見付け合い、自己の成長を振り返り、積極的に自己を伸長しようとする態度を養う

ため、互いの運動や演奏を見合う連合行事を実施する。 

連番号 
７ 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

＜音楽鑑賞教室＞ 

令和７年４月２４日、中学校第３学

年対象に、めぐろパーシモンホールに

て実施した。 

小学校については、各校にてアウト

リーチプログラムを活用して実施し

た。 

 

＜連合音楽会（合唱の発表）＞ 

めぐろパーシモンホールにて、小学

校では令和８年１月２２・２３日に第

５学年を対象として、中学校では令和

７年１０月３０日に第２学年を対象

として実施した。 

 

＜中学校連合体育大会（陸上競技）＞ 

駒沢オリンピック公園総合運動場

陸上競技場にて、令和７年１０月２日

に全生徒を対象として実施した。 

 

＜特別支援学級連合運動会＞ 

令和７年１０月１６日に実施した。 

 

＜連合展覧会(全幼児・児童・生徒)＞ 

令和８年１月１７日～２月１日実

施した。 

 

＜演劇鑑賞教室＞ 
令和７年７月９日に全小学校第６

学年が、めぐろパーシモンホールに
て鑑賞した。 

 

連合行事等に参加した児童・生

徒への教育的効果や、児童・生徒と

教職員への負担感等を考慮し、よ

り効果的な体験活動の充実を図る

ことができた。 

また、連合行事等の実施内容・方

法については、成果と課題を検証

した。 

特に令和９年度については、め

ぐろパーシモンホールが改修工事

により長期休業を行うため、これ

までめぐろパーシモンホールを会

場として利用してきた連合行事の

費用対効果等について調査・研究

を行うなど、各連合行事の在り方

等について検討を行った。 

連合行事等の実施内容・方法に

ついては、引き続き成果と課題を

検証し、各連合行事の在り方等に

ついて検討していく。 

なお、これまでめぐろパーシモ

ンホールを会場として利用して

きた連合行事については、次のと

おり進めていく。 

 

＜音楽鑑賞教室＞ 

令和８年度は例年どおり、中学

校第３学年で実施する。令和９年

度については実施時期を変更し

て実施できるか調査を進める。 

 

＜連合音楽会＞ 

 令和８年度は例年どおり、小学

校第５学年及び中学校第２学年

で実施する。令和９年度について

は実施時期や実施場所を調整し

て実施できるか調査を進める。 

 

＜演劇鑑賞教室＞ 

令和９年度は実施を中止して、

特例で令和８年度に第５・６学年

の合同実施にする。 
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１－３ 健やかな体の育成 

1－３－1 体力向上に向けた取組の推進 

幼稚園・こども園年長から中学校第３学年までの系統的な健康の保持増進及び体力向上を図るた

めに、「めぐろ ここカラダ月間」を年３回設定し、「めぐろ ここカラダシート」等の活用の推進

を図る。 

連番号 
８ 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

令和２年度から全小・中学校、幼稚
園・こども園において年３回設定して
いる「めぐろ ここカラダ月間」では、
家庭とも連携を図りながら、子どもた
ち自身が「めぐろ ここカラダシー
ト」を活用して運動時間や生活習慣を
振り返り、健康の保持増進及び体力向
上に努めた。 

健康の保持増進及び体力向上に
ついて、令和７年度学校評価アンケ
ートでは、主体的に取り組んでいる
児童・生徒の割合が高い水準を維持
していることから、取組の成果であ
ると捉えている。 

令和８年度も、「めぐろ ここカ
ラダシート」等の効果的な活用を
推進し、あわせて各校における
「一校一取組」運動をはじめ、児
童・生徒の健康の保持・増進を目
的とした取組の充実を図る。 

1－３－2 健康教育の推進 

学校健康トレーナーを全小学校へ定期的に派遣するとともに、健康課題をもつ児童を対象に「め

ぐろ元気あっぷ教室」を開催し、課題の改善に取り組む。 

また、学校健康トレーナーによる健康相談、食育推進指導員による栄養相談、小児生活習慣病専門

医による講演・相談事業等を行う。 

連番号 
９ 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

学校健康トレーナー６人を全小学

校へ定期的に派遣し、肥満やぜん息、

アレルギー、体力不足等の健康課題の

ある児童の課題改善に向けて、運動支

援や運動観察などを行うとともに、教

職員と連携して、相談・指導（運動プ

ログラムや生活改善プログラムの提

供等）を実施した。 

また、「めぐろ元気あっぷ教室」を

全１１コースで、それぞれ年１２回実

施した。 

 

学校健康トレーナーについては、

全小学校へ定期的に派遣し、小学校

から要望があれば、定期派遣とは別

に派遣を行うなど、健康教育の推進

に向けて積極的に教職員との連携

を図り、児童の個別プログラムの作

成や生活改善のための相談を行う

など、きめ細やかな対応を図ること

ができた。 

「めぐろ元気あっぷ教室」では、

運動プログラムを実践することで、

日常の生活習慣も身につき、健康課

題の改善に取り組むことができた。

また、保護者との情報交換の場を増

やした。アンケートでは、保護者の

「満足した・まあ満足した」の回答

割合が９９％、参加児童の「とても

楽しかった・楽しかった」の回答割

合が９８％となり、保護者とともに

児童の健康課題解決にも努めるこ

とができた。 

学校健康トレーナーについて

は、引き続き全小学校への定期派

遣と要請派遣を行い、教職員と連

携を図りながら児童の健康課題

に取り組んでいく。 

また、「めぐろ元気あっぷ教室」

については、児童・保護者からの

意見や要望等を踏まえながら内

容の充実を図っていく。 
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1－３－3 食育の推進 

「学校（園）における食育指針」に基づき、学校、園での食育の推進を図る。また、「学校・園にお

けるアレルギー疾患への対応の手引き」に基づき、食物アレルギーをもつ児童・生徒への安全な学校

給食の提供に取り組む。 

連番号 
10 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

「学校（園）における食育指針」に

基づき、地場産物を使用した料理、日

本の行事にちなんだ行事食や友好都

市を含めた郷土料理、世界の料理など

を献立に取り入れた。 

また、学校・園におけるアレルギー

疾患対応研修を実施した。 

その他、八ヶ岳の有機農産物等を使

用した献立を全校において提供した。 

地元産大根を使用した給食を全

小・中学校及びこども園で実施す

るとともに、世界の料理や郷土料

理を献立に取り入れる特別給食を

全校で年７回実施した。 

また、アレルギー疾患対応研修

では、食物アレルギーに関する最

新の知識を習得し、校内研修等に

活用することができた。 

有機栽培の意義や方法について

理解を深めることにより食育に寄

与した。 

児童・生徒が身近な地域の自

然・食文化・産業等に関する理解

を深めるとともに、伝統的な食文

化に親しみ、それを継承すること

の大切さを理解するよう、日本の

行事にちなんだ行事食や友好都

市も含めた各地の郷土料理、国際

理解を深めるための世界の料理

などを取り入れた給食を引き続

き実施していく。 

また、アレルギー疾患への適切

な対応、有機農産物の取組などを

継続し、食育の推進を図ってい

く。 

１－４ ＩＣＴを活用した教育の充実 

1－4－１ 情報活用能力の育成 

小学校では「目黒区立小学校プログラミング教育モデルカリキュラム（令和４年１２月改訂）」に

基づき、ＩＣＴ支援員を活用したプログラミング教育を全学年３時間程度実施するなど、発達段階

に応じた児童・生徒の情報活用能力の育成を図る。 

連番号 
11 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

各小学校では、「目黒区立小学校プ

ログラミング教育モデルカリキュラ

ム」に基づき、条件等によって、分岐

したり、結果が異なったりする学習活

動や物事を順序だてて考えたり、手順

を考えたりする学習活動といったプ

ログラミングに関する学習活動を各

教科等に位置付けて全学年で３時間

程度実施した。 

各小学校では、情報活用能力（プ

ログラミング的思考や情報モラル

を含む）育成のために、学校に派遣

されているＩＣＴ支援員を活用し

て、児童の実態に応じたプログラミ

ング教育を実施することができた。 

教科等横断的な視点で児童・生

徒の情報活用能力が育成される

よう、学習用情報端末に係る教材

の活用状況、教育課程の編成に関

する相談内容等を踏まえ、学校担

当指導主事やＩＣＴ支援員が学

校訪問を行い、授業観察等によっ

て各学校を支援していく。 
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1－4－２ ＩＣＴ機器を活用した指導力の向上 

ＩＣＴ支援員やＧＩＧＡ支援員による日常的な支援に加え、教育指導課訪問や、各種巡回訪問の

機会を捉え、個々の教員の授業に即したＩＣＴの利活用について指導・助言を充実させる。 

連番号 
12 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

＜教員向けＩＣＴ活用研修＞ 
新規採用教員や他地区からの異動

教員が、目黒区立学校におけるＩＣＴ
を活用した教育を理解した上で、発達
段階に応じた教育を実施できるよう、
着任者研修を実施した。 

 
＜学校サポート体制＞ 

各種ツール・ソフト等の活用に係る
支援や授業支援を充実することがで
きるよう、週１回の定期支援に加え、
各学校からの要望に応じた巡回支援
を行った。 

 

学校における教育の情報化の実
態等に関する調査（文科省調査）で
は、授業を担当している教員のう
ち肯定的な回答をしている教員の
割合は、令和４年度以降、非常に高
い水準を保っていることから、Ｉ
ＣＴ機器を活用した指導力の向上
が一定程度図られていると捉えて
いる。 

＜教員向けＩＣＴ活用研修＞ 
新規採用教員や他区市等から

の異動教員が、目黒区におけるＩ
ＣＴを活用した教育を理解した
上で、発達段階に応じた教育を実
施できるよう、着任者研修を実施
する。 
 
＜学校サポート体制＞ 

各種ツール・ソフト等の活用に
係る支援や授業支援を充実する
ことができるよう、引き続き週１
回の定期支援に加え、各学校から
の要望に応じた巡回支援を行う。 
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【施策２】 学校の教育活動を支える環境整備の推進 

【施策２の方向性】 

２－１ いじめ防止等の対応の充実 

いじめはどこでも、誰にでも起こりうる問題であり、同時に重大な人権侵害であるとい 

う認識の下、「目黒区いじめ防止対策推進条例」「目黒区いじめ防止基本方針」に基づき、

いじめを許さない強い姿勢で、いじめの防止等の対策を総合的・効果的に推進する。 

２－２ 不登校等への対応の充実 

不登校の未然防止、幼児・児童・生徒の健全育成推進のため、様々な専門家、学習支援 

    教室「めぐろエミール」、関係機関、地域コミュニティと連携を図りながら、不登校等の

課題解決に向けて学校や保護者等への支援に当たる。 

２－３ 特別支援教育の推進 

一人ひとりの豊かな学びと切れ目のない支援を目指して、心のバリアフリーの推進、一

人ひとりの教育的ニーズに応じた指導・支援の充実、保護者や関係機関等との連携による

支援体制の充実等、「特別支援教育推進計画（第五次）」に掲げる施策を総合的に推進

し、特別支援教育のさらなる充実を図る。 

２－４ 学校のＩＣＴ環境整備の推進 

計画的かつ効果的に学校のＩＣＴ環境の改善及び維持・管理に取り組むとともに、児童・

生徒及び教職員が安全安心に学校でＩＣＴを活用するために情報セキュリティの向上を

図る。 

２－５ 就学前施設・小学校中学校間の連携・交流の強化 

幼稚園・こども園、保育園等と小学校、小学校と中学校の間の連携や交流を一層深め、 

校種間の円滑な接続を図る。 

２－６ 統合新校の新校舎整備及び学校施設の計画的な更新 

統合新校の新校舎を整備するとともに、老朽化した学校施設の計画的な更新を進めるこ 

とで、児童・生徒の学習環境・生活環境の充実・改善を図る。 
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【施策２】 学校の教育活動を支える環境整備の推進 各実施事業の点検・評価結果 

２－１ いじめ防止等の対応の充実 

2－1－1 いじめへの組織的な対応の実施・充実 

「目黒区いじめ防止対策推進条例」「目黒区いじめ防止基本方針」に基づき、関係機関と連携しなが

ら、いじめ防止等の対策を効果的に推進する。各学校では「学校いじめ防止基本方針」を見直すとと

もに、その内容について教職員及び保護者等と共通理解を図る。また、「学校いじめ対策委員会」を

核とした組織的な対応に向け、各学校における年３回以上の研修のほか、生命等にかかわる重大事

態発生時の対応訓練を実施する。 

連番号 
13 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

目黒区いじめ問題対策連絡協議会を
年２回開催し、本区のいじめ防止の取
組やいじめの状況を共有するととも
に、関係機関との連携について共通理
解を図ることができた。また、目黒区
教育委員会いじめ問題対策委員会を年
３回開催し、重大事態の対応について
協議することができた。 

令和６年度から、総合質問紙調査

「ｉ‐ｃｈｅｃｋ」を全校で年２回実

施する取組を開始し、各学校において

児童・生徒の変化や実態を継続的に捉

えることで、理解の深化及び適切な支

援につなげられるようにした。 
都教育委員会の「いじめ総合対策

（第３次）」の策定に伴い、「学校い
じめ防止基本方針」の内容や体裁を見
直し、各学校へ周知した。 

目黒区教育委員会いじめ問題対
策委員会では、区立学校のいじめ
問題への取組や対応について協議
した。 

各学校では、教員研修冊子「目黒

区立学校・園 いじめ問題対策」等

を活用し、年３回以上のいじめに関

する校内研修を実施した。また、今

年度は、いじめ防止の取組を一層推

進するため、研修冊子をデータ化し

最新情報を反映するとともに、未然

防止から重大事態対応までを体系

的に整理し、活用しやすくなるよう

に改訂した。 
各学校では、いじめを認知した場

合には、「学校いじめ防止基本方針」

に沿って、いじめの状況把握を行

い、保護者の協力を得ながら、いじ

めの解消に向けて取り組んだ。 

改訂した教員研修冊子におい
て示した、未然防止・早期発見・
早期対応・重大事態対応の４段階
を踏まえ、学校全体で組織的ない
じめ防止の取組を一層推進する。
各学校では、本研修冊子を活用し
ながら取組を不断に見直し、形骸
化を防ぎつつ実効性の向上を図
る。 
あわせて、令和８年度も引き続

き、目黒区いじめ問題対策連絡協
議会及び目黒区教育委員会いじ
め問題対策委員会を定期的に開
催するとともに、全小・中学校で
重大事態対応の机上訓練を実施
し、抽出校においては実践訓練を
行い、対応力の強化を図る。 
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２－２ 不登校等への対応の充実 

2－2－1 不登校児童・生徒等の学習支援の充実 

学習支援教室「めぐろエミール」において不登校児童・生徒の学習支援を行うため、一人ひとりの

ニーズに応じた個別指導・支援を行う。また、不登校児童・生徒の居場所機能の充実を図るととも

に、令和６年５月に開始した東根住区センター児童館に加え、さらにもう１か所で室外指導事業を

展開する。 

また、中学校７校において校内別室を整備し、校内別室指導支援員のもと、別室で学校生活を過ご

す生徒の支援を行う。 

連番号 
14 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

＜めぐろエミール＞ 

学習支援教室「めぐろエミール」は、

一人ひとりに寄り添い、居場所を失っ

た子どもたちの心のオアシス的な役

割と自ら学びに向かう力の育成に努

めた。 

ソーシャルスキルトレーニングを

活用して対人関係の円滑化や相談活

動を重視した活動を計画的に進め、学

習と社会的自立に向けた支援を実施

するとともに、在籍校との連携を強化

した。 

 

■令和７年度通室者数 ７６名 

 

＜校内別室＞ 

全中学校７校、小学校２校に、教室

で授業を受けることが困難であった

り、教室に居づらくなった生徒が安心

して過ごせる居場所として校内別室

を設置した。 

 

■令和７年度利用者数 １０８名 

＜めぐろエミール＞ 

 生活の充実を目的に相談活動か

ら学習支援の充実を図った。簡易的

な個室を作り、個別指導・対応を工

夫することで、情緒面や過剰に反応

する力をコントロールすることに

効果を上げた。 

各中学校の校内別室の設置によ

り中学生の入室が減少したが、今後

も校長会等へ利用促進の周知を図

っていく。 

 

＜校内別室＞ 

 校内別室の利用日数が年間１０

０日以上の生徒がいるが、授業科目

によって教室で受講できる生徒も

おり、家庭と教室をつなぐ役割とし

て機能している。 

学校により校内別室の広さや設

備などが様々であり、生徒にとって

過ごしやすい環境の整備を進めて

いく必要がある。 

＜めぐろエミール＞ 

入室した児童・生徒が自らの居

場所を見つけ自立することがで

きるように支援していく。 

 めぐろ学校サポートセンター

内での連携を効果的かつ有効活

用できる体制を再構築し、スクー

ルソーシャルワーカー及びスク

ールカウンセラーとの連携を深

める。 

 また、一人ひとりの特性に寄り

添った指導・支援を行うため、特

別支援教育の視点等、指導員の能

力向上を図るとともに、デジタル

ドリル等による学習支援の充実を

図るため、学習用情報端末の効果

的な活用の研究・研修が課題であ

る。 

 

＜校内別室＞ 
 不登校対応巡回教員との連絡
会及び校内別室の実地での確認
等を通じ、環境面を含む課題を共
有し、必要な改善に向けて検討し
ていく。小学校の校内別室拡充に
向けて調査・検討を進める。 
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2－2－2 教育相談体制の充実 

不登校の未然防止等を含む幼児・児童・生徒の健全育成推進のため、スクールカウンセラーを全

校・園へ派遣する。スクールカウンセラーや教育相談員を活用し、電話や来室による教育相談の充実

を図る。 

また、児童・生徒からの相談しやすい環境として「めぐろそうだんポスト」を運用することによ

り、学習用情報端末で直接受け付ける。保護者連絡システムを用いて毎年度配信する不登校児童・生

徒の保護者向けリーフレットを活用し、教育相談体制の周知・啓発に努める。 

連番号 
15 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

全小・中学校、幼稚園・こども園へ

スクールカウンセラーを派遣し（延べ

８１名）、幼児・児童・生徒に対する

きめ細かな支援を継続した。教育相談

室では、研修を通して教育相談員の資

質向上を図り、来室や電話による相談

の充実に努めた。 

「めぐろそうだんポスト」は児童・

生徒の学習用情報端末から直接受け

付けることができるため、児童・生徒

の見守りや、学校や関係所管との連携

を取りながら、問題の早期発見に努め

た。 

 

■「めぐろそうだんポスト」 

相談受理件数      ５１件 

学校生活に適応できなかったり、

友達とうまく関われなかったりす

る児童・生徒が増える傾向が続き、

スクールカウンセラーへの延べ相

談件数は、２５，０００回前後で推

移している。 
教育相談室での延べ相談回数

（来室）も３，５００回前後で推移
している。 

引き続き不登校等の未然防止、

問題行動の解決に向けた学校への

支援のため、スクールカウンセラ

ーの派遣を継続する。 

「めぐろそうだんポスト」の活

用を進めるため、児童・生徒への

周知に努める。 

2－2－3 関係機関等との連携強化 

スクールソーシャルワーカー、教育相談員、スクールカウンセラー、学習支援教室「めぐろエミー

ル」や関係機関等と連携を図りながら、不登校等の諸課題の早期発見と早期対応を促進する。 

各学校が作成する不登校の個票において、ヤングケアラーの状況にないか把握し、虐待やネグレ

クト等の疑いと合わせて、関係機関と連携して対応する。 

連番号 
16 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

スクールソーシャルワーカー４人

及びスクールソーシャルワーカー統

括１人の５人体制で、学校からの要請

を受け各家庭の課題に対応した。 

児童・生徒の不登校等について、各

学校や家庭、関係機関（こども家庭セ

ンター・児童相談センター・地域施設・

医療機関等）等との情報提供や連携を

行い、児童・生徒が安心・安定して生

活できるよう、また学校と家庭が円滑

な関係を維持できるよう、橋渡し的な

役割を担い支援を行った。 

 

■支援対象児童・生徒数 ４０人 

■訪問等回数   １，５７２回 

不登校等の児童・生徒へ学校や

催事等への付き添いなどスクー

ルカウンセラーと連携し、めぐろ

エミール入室やその他あらかじ

め見学等で確認していた居場所

につなげることができた。子ども

食堂、放課後等デイサービス等へ

の情報提供などで生活環境の改

善や支援ができた。 

スクールソーシャルワーカー

の派遣については、今後も各学校

からの要請を受け継続していく。 

関係機関とスクールソーシャ

ルワーカーの連携においては、学

校や保護者に対し、どのような機

関と繋げるのが良いか、実際にど

のような機関と繋げたのかを明示

していく。 

今後も学校では対応困難な家

庭の生活環境、福祉的な面での支

援を必要とする対象者への早期対

応・課題解決に努める。 
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２－３ 特別支援教育の推進 

2－3－1 交流及び共同学習の充実 

教職員、児童・生徒、保護者・区民への特別支援教育に関する理解啓発を継続的に実施するととも

に、知的障害特別支援学級における通常の学級との交流及び共同学習の充実に向け、重点支援校を

指定し、毎月１回程度、指導主事を派遣して授業実施等の支援を行う。 

連番号 
17 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

大鳥中学校を交流及び共同学習重

点支援校として、指導主事を派遣し

て授業実施の支援を行った。 

令和６年度の八雲小学校における

取組を、特別支援学級設置校長会及

び特別支援学級主任会で成果発表を

行い、交流及び共同学習の理解啓発

を行った。 

特別支援学校（都立青山特別支援

学校、品川特別支援学校、光明学園、

大塚ろう特別支援学校、筑波大学附

属桐が丘特別支援学校）在籍の児童

４３名、生徒１４名の計５７名が、区

立小・中学校で交流を行った。 

大鳥中学校において交流及び共

同学習に関する研修を積み重ねる

ことで、交流及び共同学習につい

て、教職員への理解啓発を図るこ

とができた。 

特別支援教育コーディネーター

連絡会や特別支援学級・特別支援

教室拠点校主任会で、副籍交流の

充実について啓発を図ることがで

きた。 

特別支援学校在籍児童・生徒と

の交流から、教職員や児童・生徒

への特別支援教育に対する理解啓

発に取り組むことができた。 

 

 

大鳥中学校特別支援学級担任が

中心となり、令和７年度の研究の

成果を他の特別支援学級に普及し

ていく取組や、令和８年度は、碑

小学校を重点支援校として、指導

主事を派遣して授業実施の支援を

行う取組を通して「交流及び共同

学習」を推進する。 

今後も特別支援学校在籍の児

童・生徒との副籍交流に継続して

取り組むことで、特別支援教育に

関する理解啓発に取り組む。 

2－3－2 特別支援教室の適切な運営 

区立小・中学校の特別支援教室をアドバイザーが巡回し、特別支援教室の運営を指導・助言する

こと等により、指導の充実を図る。 

連番号 
18 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

目黒区特別支援教育推進計画（第五

次）の『推進施策２－(６)特別支援教

室の環境整備』及び『推進施策４－(１

５)特別支援教室・特別支援学級にお

ける指導・支援の充実』に基づき、小・

中学校の特別支援教室等をアドバイ

ザーが巡回し、指導・助言を行った。 

 

合計：１０５回  

■特別支援教室全教員 

小学校３７人×２回 

中学校 ９人×２回 

■きこえとことばの教室 １回 

■特別支援学級    １０回 

■要請訪問       ２回 

令和７年度から、巡回指導を開
始したが、授業を観察しアドバイ
スをすることで指導力の向上に
つながっている。 

引き続き、巡回指導を行い、特
別支援教室担当教員の指導力の
向上に努める。 
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2－3－3 保護者や関係機関との連携による支援体制の充実 

医療・教育・心理の専門家が幼稚園、こども園、保育園等を訪問し、教職員や保護者からの相談

を受け助言する小学校就学前ガイダンスを実施し、保護者や学校関係機関と連携した支援体制の充

実を図る。 

連番号 
19 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

区立幼稚園・こども園、私立幼稚園、

認可保育所・認証保育所を対象として

利用希望を取り、医師・心理・教育の

専門家が訪問して観察・面談・助言を

行った。 

＜小学校就学前ガイダンス実施状況

＞ 

■実施時期 ５月～２月 

■実施園数 ５７園 

〔内訳〕 

区立幼稚園・こども園各１園 

私立幼稚園      ７園 

公立保育園      ８園 

私立保育園     ３８園  

認証保育所      ２園 

■対象園児数 １０６人 

〔内訳〕３歳児 １４人 

    ４歳児 ３３人 

    ５歳児 ５９人 

■訪問回数 延べ７６回 

前年度と比較して、小学校就学

前ガイダンスの実施回数を４回増

やすことができた。 

小学校就学前に向けて助言を
行えるよう、ガイダンスの開始時
期を少し早めて実施する。 

実施回数を 1 回増やし、申込み
に対応できるようにする。 
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２－４ 学校のＩＣＴ環境整備の推進 

2－4－1 教育システムの更新 

小学校４校及び中学校２校の教育システム（指導者用ＰＣ、大型提示装置等）及び校内ネットワー

ク更新（高速大容量化）を行う。 

連番号 
20 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 終了 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

令和７年度は、小学校４校及び中学

校２校の教育システム（指導者用Ｐ

Ｃ、大型提示装置等）及び校内ネット

ワーク更新（高速大容量化）を行った。 

区実施計画に基づき、教育活動に

必要なＩＣＴ機器及びネットワー

ク環境の更新を令和５年度から段

階的に進め、全区立小・中学校にお

ける更新が完了した。更新に当たっ

ては、コンサルティング事業者の支

援により、各校の教育システム稼働

状況を確認してＰＣの必要数を精

査するなど、学校の実情に応じた適

切なシステム更新を行った。 

教育システム更新完了後も、シ

ステムを安定的に活用できるよ

う、継続的な運用・保守を実施す

る。併せて、月１回実施している

システム定例会において運用上

の課題や改善点を把握し必要な

対応に努めていく。 

2－4－2 ＧＩＧＡシステムの更新 

全小・中学校の１人１台学習用情報端末（ＧＩＧＡシステム）の更新を行う。 連番号 
21 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 終了 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

構築・運用保守事業者と、設計構築

を行った上で、令和７年１２月までに

全区立小・中学校の学習用情報端末の

入替を完了し、令和８年２月に新シス

テムの稼働を開始した。 

更新に当たっては、技術面・体制

面・スケジュール管理等について、

コンサルティング事業者の支援を

受けながら適切に進行管理を行っ

た。その結果、児童・生徒及び教員

に更新作業による混乱や負担が生

じないよう十分に配慮した上で、円

滑にシステム更新を実施すること

ができた。 

また、教育システムとネットワー

クを統合し、増強することにより、

全校に高速で安定的なネットワー

クを整備することができた。 

児童・生徒及び教員が学習用情

報端末を安定的かつ継続的に活

用できるよう、適切な運用保守を

行う。 

また、各校における授業等での

活用状況や利用頻度などの実態

を把握するとともに、学校現場か

らの意見や要望を踏まえながら、

運用面の見直しや改善に継続的

に取り組んでいく。 
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２－５ 就学前施設・小学校中学校間の連携・交流の強化 

2－5－1 小学校・中学校間の連携・交流の充実 

児童・生徒の生きる力を育むため、「小・中連携子ども育成プラン」に基づき、小・中学校が連携

した教育活動を進める。 

連番号 
22 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

全中学校区で「小・中連携子ども育

成プラン」に基づき、年３回以上「小・

中連携の日」を設定し、授業公開や児

童・生徒同士の交流を実施した。 

また、中学校区で教員による進学に

当たっての連絡会、情報交換等を実施

し、小・中学校の連携を図った。 

各中学校区では、前年度の成果と

課題を踏まえた「小・中連携子ども

育成プラン」を策定し、校区内の小・

中学校の教員及び児童・生徒同士の

連携・交流を計画的に行うことがで

きた。 

 

引き続き、各中学校区の「小・

中連携子ども育成プラン」に基づ

き、「小・中連携の日」を年３回

以上設定し、児童・生徒同士、教

員同士の交流を行う。 

令和８年度は、「小・中連携の

日」の１回を文部科学省研究会開

発学校の研究に関する取組を中

学校区で共有する機会とする。 

 

2－5－2 幼児教育と小学校教育との円滑な接続 

幼児期の学びと小学校での学びとの円滑な接続を目指して、就学前施設と小学校の教職員を対象

とした合同研修会を実施する。区立幼稚園・こども園が取り組む主体的・協働的な探究活動の実践

の成果について、区立小学校を含め区内で共有する。 

連番号 
23 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

令和７年８月１日に小学校就学前

教育研修を実施し、区立幼稚園、各こ

ども園、各小学校の教諭及び私立保育

園等の保育士が受講し、「円滑な幼児

教育の接続」について理解を深めた。 

令和８年３月２６日に目黒区立幼

稚園及びこども園長、教員と月光原小

学校・緑ヶ丘小学校の管理職及び教員

を対象とした幼保小の架け橋プログ

ラム推進に向けた合同連絡会を実施

し、次年度の取組の方向性を確認し合

った。 

小学校就学前教育研修では、教

職員が国の資料等を参照しながら

架け橋プログラムとこれまでの幼

小接続との違いについて理解を深

めることができた。また、スタート

カリキュラムを含む架け橋期のカ

リキュラムの内容について、啓発

することができた。 

 

国が進める幼保小架け橋プロ

グラムの実施に向け、継続して、

小学校就学前教育研修を実施す

る。研修では、小学校区ごとに分

け、小学校のスタートカリキュラ

ムを基に幼保小のつながりにつ

いて情報交換しながら、互いの校

種についての理解を深め、連携を

図っていく。 
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２－６ 統合新校の新校舎整備及び学校施設の計画的な更新 

2－6－1 統合新校の新校舎整備 

旧第九中学校及び旧第十一中学校の既存校舎解体工事、目黒南中学校及び目黒西中学校の新校舎建

設工事等を実施する。 

連番号 
24 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ｃ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

４月に目黒南中学校及び目黒西中学

校が開校し、教育活動を開始した。 

同月に「目黒区立目黒南中学校新校

舎実施設計」及び「目黒区立目黒西中

学校新校舎実施設計」を策定した。 

５月から既存校舎（旧第九中学校及

び旧第十一中学校）の解体工事に着手

し、１月に完了した。 

新校舎建設工事については、両校と

もに入札不調が続き、移転時期を 1 年

程度延期することとなった。 

目黒南中学校は、３回目の入札で工

事施工者が決定し、令和８年３月から

建設工事に着手した。 

目黒西中学校は、３回入札を実施し

たものの、入札不調により工事施工者

が決定せず、建設工事の着手に至って

いない。 

新校舎の設計及び既存校舎の解

体工事については、概ね当初の計画

どおり進めることができた。 

一方、新校舎建設工事について

は、両校ともに入札不調等により、

当初の予定から遅延が生じた。 

遅延による児童・生徒への影響等

を考慮し、移転時期の変更等につい

て、地域、児童・生徒及び保護者等

に対し、適時適切に周知を行った。 

 

目黒南中学校については、引き

続き新校舎建設工事を進めてい

く。 

目黒西中学校については、入札

参加事業者等とのヒアリング及び

協議の結果、随意契約により令和

８年５月に工事施工者が決定し

た。     

引き続き両校の進捗状況等につ

いて、関係者へ丁寧な周知を行っ

ていく。 

2－6－2 向原小学校の施設更新 

既存校舎の解体工事、新校舎の建設工事等を実施する。 

 

連番号 
25 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果  Ｂ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

５月に既存校舎の解体工事が完了

した。 

新校舎建設工事については、入札不

調が続いたことにより、当初予定して

いた７月から約２か月遅れて、９月か

ら着手した。 

既存校舎の解体については、当初

の計画どおり完了することができ

た。 

新校舎建設工事については、着手

が遅れたことにより工期も約２か

月後ろ倒しとなり、令和９年９月末

の完成予定となったため、夏季休業

中の引越しが困難となった。 

遅延による児童への影響等を考

慮し、移転時期の変更等について、

地域、児童及び保護者等に対し、適

時適切に周知を行った。 

引き続き、新校舎建設工事を進

めていく。 

新校舎への引越し時期について

は、建設工事の工程進捗を注視し

ながら時期を見極めるとともに、

学校及び複合化を行う区長部局の

関係所管と調整を図る。 

引き続き進捗状況等について、

関係者へ丁寧な周知を行ってい

く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



27 

2－6－3 鷹番小学校の施設更新 

新校舎の実施設計、ビオトープ再整備・活用検討、既存校舎の内装改修工事等を実施する。 連番号 
26 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

５月に「鷹番小学校等複合施設基本

構想」を策定し、１０月に「鷹番小学

校等複合施設基本設計」を策定した。 

体育館を含む既存校舎の一部解体

工事に先行して、既存校舎の一部内装

改修工事を実施するとともに、１月か

ら仮設体育館の建設工事に着手した。 

基本構想及び基本設計を策定す

ることができたため、計画の遅れを

取り戻すことができた。 

当初の計画どおり先行工事に着

手することができた。 

令和８年９月頃を目途に実施設

計の策定に取り組む。 

仮設体育館の建設工事を７月末

に完了し、その後既存校舎の一部

及び既存体育館解体工事に着手す

る。 

2－6－4 大岡山小学校の施設更新 

敷地測量、ボリューム検討、地歴調査等を実施する。 連番号 
27 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

１２月から大岡山小学校現敷地の

ボリューム検討を実施した。 

ボリューム検討については計画

どおり実施できた。 

敷地測量及び地歴調査について

は、令和８年度末に予定している区

有施設見直し計画及び学校施設更

新計画の改定を踏まえ、実施時期を

見直すこととした。 

令和８年度末に予定している区

有施設見直し計画及び学校施設更

新計画の改定を踏まえ、今後の方

針を検討する。 

2－6－5 第一中学校の施設更新 

敷地測量、土壌汚染調査等を実施する。 連番号 
28 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

４月から地歴調査を実施し、１１月

から敷地測量調査を実施した。 

当初の計画どおり、地歴調査、敷

地測量を実施できた。 

土壌汚染調査については、地歴調

査の結果不要となったため、実施し

なかった。 

令和８年度末に予定している区

有施設見直し計画及び学校施設更

新計画の改定を踏まえ、今後の方

針を検討する。 
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【施策３】 学校内外の連携・分担による学校マネジメントの実現 

【施策３の方向性】 

３－１ 高い専門性と指導力、協働性を備えた教員人材の育成 

教員としての資質・能力の向上を図るため、教員の職層や経験に応じた研修や専門性を

高める研修、教育課題に対応した研修を意図的・計画的に実施するとともに、日常的に学

び合う校内研修や、主体的に行う研修を実施する。 

また、本区の特色である文部科学省研究開発学校の取組（小学校４０分授業午前５時間

制を全校実施、中学校４５分授業を一部の中学校において実施）を生かして創意工夫に富

んだ魅力ある学校づくりを行う中で、教員人材の育成を図る。 

 

３－２ 働き方改革の推進・「チーム学校」の機能強化 

「目黒区立学校・園における働き方改革実行プログラム」に基づき、子どもと向き合う時

間を創出するための環境整備と勤務時間を意識した働き方を推進する。 

 

３－３ 「地域とともにある学校づくり」と「学校を核とした地域づくり」の実現 

7 年度から小学校 2 校、中学校 1 校で先行実施するコミュニティ・スクール（学校運営

協議会を設置している学校）と地域学校協働活動の一体的推進に向けた取組等により、保

護者や地域住民等が学校運営に参画し、相互に連携・協働して、地域とともにある学校づ

くりと学校を核とした地域づくりを進めていく体制を整備する。 
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【施策３】 学校内外の連携・分担による学校マネジメントの実現  

各実施事業の点検・評価結果 

３－１ 高い専門性と指導力、協働性を備えた教員人材の育成 

3－1－1 研究指定校制度を活用した教員の指導力の向上 

本区の特色である文部科学省研究開発学校（小学校４０分授業午前５時間制を全校実施、中学校

４５分授業を一部の中学校において実施）や目黒区教育委員会教育開発指定校、目黒区人権教育推

進校の取組等を通して、創意工夫に富んだ魅力ある学校づくりを推進し、児童・生徒の学びを支援

する伴走者としての能力の育成を図る。 

連番号 
29 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 拡充 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

文部科学省研究開発学校の指定期

間の延長（令和８年度まで）が認めら

れ、引き続き、全国に先駆けて先進的

な教育課程の開発を行った。 

令和７年度は、区立小学校全校で

「４０分授業午前５時間制」を実施し

た。また、統合新校である目黒南中学

校及び目黒西中学校でも「４５分授

業」を実施した。 

令和７年１１月１４日には、東山小

学校において、「柔軟な教育課程編成」

に関する研究発表会を実施し、取組と

成果を全国に発表した。 

研究開発学校共通の取組として「生

み出した時間」を活用した「自己選択

学習の時間」を、年間３５コマ（時間）

程度位置付け、自己調整力の育成を図

った。 

小学校「４０分授業午前５時間

制」、中学校「４５分授業」の実施

により、各学校が特色ある教育課程

を編成することができた。また、学

力調査や意識調査の結果からは、生

み出した時間の活用により、児童・

生徒の学びの質と生活の質の向上

につなげることができたことを確

認した。 

さらに、研究開発学校の共通の取

組である「自己選択学習の時間」を

通して、教員対象意識調査から教員

が学びの在り方や学びの伴走支援

の在り方を見直すことができた。 

引き続き、研究開発学校共通の

取組として「生み出した時間」を

活用した「自己選択学習の時間」

を、年間３５コマ（時間）程度位

置付け、自己調整力の育成を図る

とともに、「教育の質向上のため

の教員の時間」を活用して授業改

善をより一層推進する。 

令和８年度は、本研究開発学校

の研究の成果を小学校８校、中学

校１校で研究発表会を開催し、本

取組の成果を全国に発信すると

ともに、令和９年度以降にも維

持・発展させられるよう、各学校

における本取組の定着を図る。 

 

3－1－2 職層や教育課題等に応じた研修の充実 

教員の資質・能力の向上を図るため、「主体的・対話的で深い学び」の視点に基づく授業改善や、

区としての今日的な教育課題等を取り入れた研修を実施する。 

また、教員が自身のスケジュールに合わせて受講時間を選択できるｅラーニング研修や動画配信、

オンライン双方向研修を効果的に取り入れる。 

連番号 
30 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

ｅラーニングチェック研修（全教

員悉皆）や３年次研修では、自己選択

学習の必要性や自己選択学習の方法

等を取り入れた研修を実施した。 

１年次（初任者）研修、中堅教諭等

資質向上研修Ⅰ、人権教育研修、着任

者研修、毒物・劇物管理研修、いじめ

問題を考えるめぐろ子ども会議担当

者研修、ｅラーニングチェック研修

（全教員悉皆）において、オンライン

研修や集合型研修とｅラーニングと

組み合わせた研修を実施し、教員が自

身のスケジュールに合わせて受講し

た。 

今日的な教育課題を踏まえた内

容の研修を実施し、授業改善及び

教員の資質・能力の向上を図るこ

とができた。 

講義は所属校でｅラーニングや

オンラインにより受講し、協議や演

習は集合型研修で受講する研修を

進めることで、出張時間を短縮する

とともに、協議や演習の時間に重点

を置くことができ、受講者アンケー

トによる研修満足度の平均（４段階

評価）のうち、３．８と概ね肯定的

な評価を得た。 

教員が学習のゴールや児童・生

徒が単元を通して身に付けるべ

き力を明確にしたり、自らの学習

状況や興味・関心、認知特性から

選択している好事例を取り入れ

たりしながら、教員が単元デザイ

ンの具体的なイメージをもてる

研修内容とする。 

引き続き、個人で理解を深める

ことができる研修はｅラーニン

グ研修で行い、集合型研修では、

教員同士の意見交換や情報共有

ができる演習を中心に実施する

ことで、他者の考えを取り入れ、

自身の資質・能力の向上を図る研

修にしていく。 
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３－２ 働き方改革の推進・「チーム学校」の機能強化 

3－2－1 学校を支える人員体制の充実 

教員や副校長の業務負担軽減のため、実態に応じた専門スタッフやスクール・サポート・スタッフ、

副校長補佐に加え、スクールロイヤー、学校経営相談員を教育委員会事務局に配置し、寄せられる意

見等への対応について、学校の支援を行う。 

連番号 
31 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

スクール・サポート・スタッフや副

校長補佐等を全小・中学校に配置す

るとともに教育委員会事務局に学校

経営支援員を配置し、教員や副校長

の業務負担軽減を図った。また、学校

現場等で発生する法律問題に対し

て、スクールロイヤーから助言を受

けることができる区立学校等法律相

談を実施した。 

＜配置状況＞ 

■スクール・サポート・スタッフ 

全小・中学校 

■副校長事務補助員 

小学校２校（大規模校） 

■副校長補佐 

副校長事務補助員配置校を除く

全小・中学校 

■学校経営支援員 ２名 

学校運営支援員 １名 

引き続き、全小・中学校にスクー

ル・サポート・スタッフを配置し

て、教員の負担軽減を図った。 

副校長の業務負担軽減について

は、小学校２校（大規模校）に、副

校長事務補助員を配置したほか、

全小・中学校（副校長事務補助員配

置校を除く）に対して副校長補佐

の配置を実現し、副校長の負担軽

減を図った。 

さらに、教育委員会事務局に学

校経営支援員等を配置し、必要に

応じて学校に派遣し、学校経営を

支援した。 

各学校が児童・生徒への指導や教

材研究等に注力できるよう、引き続

き、全小・中学校に、スクール・サ

ポート・スタッフ及び副校長補佐等

を配置するとともに、必要に応じて

学校経営支援員を学校に派遣する

などして教員の業務負担の軽減を

図る。 

このほか、専門性が必要となる業

務について専門スタッフ（学校健康

トレーナー、学校図書館支援員、日

本語指導員、観察実験指導員、外国

語指導員、スクールカウンセラー、

スクールソーシャルワーカーなど）

の任用等を通じ、学校における業務

負担の軽減を図っていく。 

3－2－2 学校業務（用務等）の委託化の推進 

より効果的・効率的な学校業務（用務等）の運営を図り、今後も良好な学校環境の維持及び安定的

な学校運営を行うため、先行実施校における実施状況を検証の上、委託対象校の拡大を図る。 

連番号 
32 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

先行実施校（東山小学校及び第十中

学校）において用務等の業務について

委託を実施した。 

事業者から次年度契約の継続辞退

により、令和８年度の委託事業者を改

めてプロポーザル方式により選定し

た。 

円滑な委託化のためには、事業者

への学校施設に関する事前の情報

提供や、事業者と学校との連絡調整

をはじめ、教育委員会事務局による

リーダーシップを強化していく必

要があることが明らかとなった。 

事業者の再選定においては、令和

７年度の履行状況等を踏まえ仕様

の見直し等を行い、引継ぎ等の現場

に立ち会うなどの対応を行った。 

令和８年度の事業者の業務履行

状況を確認の上、学校・事業者・教

育委員会事務局による円滑なコミ

ュニケーションのもとで委託化を

進めることとし、対象校の拡大に

ついても検討する。 
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3－2－3 学校外プールの活用 

目黒区立小・中学校におけるプール施設整備の考え方に基づき、計画的な授業の実施と教員の負担

軽減、水泳指導の充実を目的として、小学校２校で民間プール施設での水泳指導を実施する。 

連番号 
33 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

令和４年度から向原小学校、鷹番小

学校の２校で、民間プール施設を活用

した水泳指導を実施しており、令和７

年度も引き続き実施した。 

当初の計画どおり、民間プール施

設に水泳指導を委託し、教職員の負

担軽減を図ることができた。 

引き続き２校において実施す

るとともに、必要に応じて改善策

の検討を進める。 

他の建て替え予定校について

もスケジュールに応じて、検討を

図る。 

3－2－4 持続可能な部活動の推進 

部活動の内容充実と教員の負担軽減を図るため、引き続き中学校１校をモデル校として、顧問業

務や専門的な技術指導等を民間事業者へ委託するとともに、その効果の検証を行う。 

併せて、地域連携の充実及び地域移行の実施に向けて、区内の関係団体等と連携し、取組への協

力手法等、調査・検討を進める。 

連番号 
34 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 再編・見直し 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

令和６年度に引き続き、東山中学

校をモデル校として、運動系６部活

動（男子バレーボール部、女子バレー

ボール部、女子ソフトテニス部、卓球

部、陸上部、女子バドミントン部）と

文化系１部活動（吹奏楽部）に対し

て、顧問業務や専門的な技術指導等

を民間事業者へ委託した。 

また、地域移行の実施に向けて、全

国における部活動の種類及び区立中

学校で実施されている部活動の種類

について調査を行うとともに、関係

団体等と協議を行った。 

モデル校における試行実施につ

いて、学校管理職及び対象部活動

の担当教員、対象部活動に所属す

る１・２年生の生徒及び保護者を

対象にアンケート調査を実施し、

部活動指導等業務委託の効果及び

区立中学校全体への普及に向けた

検証を行った。 

その結果、教員の負担軽減や活

動内容の充実が図られるなど、一

定の成果を確認できた。一方で、事

業継続に係る財源の確保など課題

が明らかになった。 

部活動の内容充実と教員の負担

軽減を図るため、令和８年度は引

き続き中学校１校をモデル校とし

て、顧問業務や専門的な技術指導

等を民間事業者へ委託するととも

に、その効果の検証を行う。 

また、国や東京都の方針を踏ま

えて、本区における学校部活動の

地域連携・地域展開に関する方針

を策定し、実現可能なものから順

次取組を進めていく。 
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3－2－5 教職員の健康確保に向けた取組 

出退勤管理システムにより勤務時間の実態を把握し、長時間労働に当てはまる教職員に対し、チ

ェックリストの提出による健康状態の確認や産業医による面接指導を行う。 

教育指導課教職員係に配置している保健師が巡回訪問や個別面談をする保健師相談事業を継続

して実施する。 

また、東京都教育委員会事業を活用したアウトリーチ型相談を併せて実施する。 

連番号 
35 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

前年度に引き続き、出退勤管理シ

ステムにより在校時間を把握し、時

間外在校時間の多い職員に対しチェ

ックリストの提出による健康状態の

確認や産業医による面接指導を行っ

た。アウトリーチ型相談は、全小・中

学校を対象に実施した。相談結果を

産業医や教職員健康管理支援員によ

る健康相談にも活用し、教職員のメ

ンタルヘルスに繋げた。 

また、教育指導課に教職員健康管

理支援員を配置し、教職員の勤務状

況等に応じた面談等を実施してい

る。 

在校時間把握の取組の開始以

降、時間外在校時間は減少してお

り、長時間勤務の状況を把握する

ことが、過重労働の縮減につなが

っていると思われる。また、アウト

リーチ型相談については、都が実

施したアンケート結果では、約８

８％の教職員が肯定的な評価をし

ている。 

一方で、相談予約の予定がとり

づらく、事務が煩雑となっている

ことが副校長の業務負担につなが

っている課題もある。教職員健康

管理支援員による面談等について

は、教職員のメンタルヘルスの不

調等が発生した際に迅速に対応す

るなど、一定の成果があった。 

引き続き、アウトリーチ型相談

での各校の結果、巡回訪問や保健

師相談事業の結果を踏まえた上

で学校管理職やその他関係機関

との連携を図りながら、教職員の

メンタルヘルスにつなげていく。 

3－2－6 小学校における教科担任制等の推進 

児童の学力向上と、複数の教員による多面的な児童理解を促すため、教員の教科指導における専

門性を生かした教科担任制や交換授業等の推進を図る。 

連番号 
36 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 拡充 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

各学校の実態に応じて、教科担任

制や交換授業等を実施した。 

都の事業である「小学校教科担任

制等推進校事業」を活用し、中目黒小

学校・油面小学校において、専門性の

高い教科指導、中学校教育への円滑

な接続、多面的・多角的な児童理解の

促進等を図っていくことを目的とし

て、実践・検証を行った。 

小学校全校において、教科担任

制または交換授業を実施した。一

部の学校において、教員の欠員が

生じたことにより年度当初の計画

を変更して実施した。 

引き続き、各学校の実態に応じ

て、教科担任制や交換授業等を実

施する。 

都の事業である「小学校教科担

任制等推進校事業」を活用し、中

目黒小学校・油面小学校に加え、

下目黒小学校・宮前小学校におい

て、専門性の高い教科指導、中学

校教育への円滑な接続、多面的・

多角的な児童理解の促進等を図

っていくことを目的として、実

践・検証を行う。 
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３－３ 「地域とともにある学校づくり」と「学校を核とした地域づくり」の実現 

3－3－1 学校評価の実施・活用 

児童・生徒、保護者、地域の方々、教職員による学校評価アンケート（デジタル化）を実施する。 

各学校においては、デジタルの利点を生かし、学校評価アンケートを実施した直後に、アンケート

結果を踏まえた自己評価及び学校関係者評価を実施し、学校運営の改善・充実を図る。 

連番号 
37 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

学校・園評価アンケートの共通質問

項目等について一部見直し「学校評価

ガイドライン」及び「園評価ガイドラ

イン」を部分改訂した。 

各学校・園は、学校・園評価アン

ケート結果を基に自己評価を行

い、学校・園評価委員会の委員の意

見を踏まえ、令和７年度の教育課

程編成に生かすことができた。 

引き続き、学校評価アンケート

や各種調査、行事アンケート等を

分析した結果を学校評議委員会

で検討し、次年度の教育活動の改

善につなげる。 

3－3－2 学校運営協議会と地域学校協働活動の一体的な推進 

令和 7 年度からコミュニティ・スクールとなった原町小学校、不動小学校、第一中学校に対し、

学校運営協議会への運営支援及び地域学校協働本部の整備・支援を行う。 

また、フォーラムの実施等を通じて、コミュニティ・スクールの仕組みや地域学校協働活動を周

知・啓発する。   

さらに、令和８年度の学校運営協議会の設置校を決定し、当該校の校長等に研修を実施するほか、

学校運営協議会委員と地域学校協働活動推進員の人材確保・養成に努める。 

連番号 
38 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 拡充 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

学校管理職や先行実施校３校の学

校運営協議会委員対象の他自治体視

察研修を３回実施した。 

また、地域学校協働活動推進員研修

及び連絡協議会を２回実施した。 

併せて、教職員向けコミュニティ・

スクール制度研修動画の作成及び配

信を行った。 

また、令和８年度実施校の地域学校

協働活動推進員・学校運営協議会委員

候補者を対象に、東京都のＣＳアドバ

イザーを講師としてスタートアップ

研修を行った。 

「めぐろコミュニティ・スクール」

のパンフレットの作成及び配布を行

った。 

学校運営協議会委員等対象の他

自治体視察研修の実施により、学

校運営協議会と、地域学校協働活

動との一体的推進について委員や

管理職の理解を深めることができ

た。 

令和８年度実施校でのスタート

アップ研修では、学校運営協議会

委員と地域学校協働活動推進員候

補者がコミュニティ・スクール等

の制度説明を受け、また、熟議体験

等をすることができた。 

区民向けの分かりやすい制度説

明パンフレットの作成及び保護者

連絡システム配信・区ウェブサイ

ト掲載により、幅広くコミュニテ

ィ・スクール等制度の周知・啓発を

することができた。 

学校管理職や学校運営協議会

委員及び地域学校協働活動推進

員対象の研修・視察等を実施する

とともに、実施校の地域学校協働

本部へ消耗品等の支援を行う。 

また、令和９年度の学校運営協

議会設置校が決定し次第、協議会

委員及び地域学校協働活動推進

員の選定に係る調整を行う。 

すでに実施している学校の取

組を周知し、実施内容の充実につ

いて支援を図る。 
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3－3－3 放課後フリークラブ事業の推進 

放課後や休日等における子どもの安全・安心な居場所の確保のため、「子ども教室」の実施小学校

区の拡大及び教室内容の充実を図る。また、放課後子ども総合プランによる「ランランひろば」につ

いて、放課後子ども対策課と協力・連携していく。 

連番号 
39 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

＜子ども教室事業＞ 

めぐろ区報、チラシ及びパネル展示

等により、事業の周知を行った。また、

団体関係者の資質の向上を目指して、

研修を実施した。 

■実施団体数    １６小学校区 

■延べ実施回数    １，１９１回 

■延べ参加人数  １５，２３２人 

 

＜ランドセルひろば事業＞ 

効果的・効率的な運営のため、管理

運営員の資質の向上を目指して、研修

を実施した。また、利用者のケガ等を

補償するための傷害保険加入を継続

して実施した。 

■実施校  緑ヶ丘小学校 

（ランランひろば実施校数２１校） 

■延べ実施日数     １１７日 

■延べ参加児童数  ２，９６０人 

＜子ども教室事業＞ 

めぐろ区報等により、子ども教

室事業を幅広く周知することがで

きた。 

また、子ども教室の会計書類等の

業務改善を図るため、団体に対し

て調査等を実施した。 

 

＜ランドセルひろば事業＞ 

ランドセルひろば管理運営員の

研修を実施し、円滑な運営の一助

とした。また、傷害保険加入を継続

して実施し、安心・安全なランドセ

ルひろばの運営を行った。 

なお、令和７年度末をもって緑

ヶ丘小学校ランドセルひろばはラ

ンランひろばに移行した。 

＜子ども教室事業＞ 

放課後子ども総合プランの進

捗を踏まえ、子ども教室の全小学

校区実施に向けて関係者への働

きかけを継続する。また、子ども

教室委託団体の意向を確認しつ

つ、教室内容の充実に向けて引き

続き検討するとともに、団体の負

担を軽減するための業務改善案

を検討する。 

子ども教室事業について区民

に幅広く理解してもらうため、区

ウェブサイト及び事業を紹介す

るチラシについて、各実施団体の

様子や実施状況等がより深く理

解できる内容になるよう工夫し

ていく。 
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【施策４】 子どもの安全・安心の確保 

【施策４の方向性】 

４－１ 子どもの安全教育の推進 

自らの安全を確保することのできる基礎的な資質・能力を、学校教育全体を通じて育成

していけるよう、生活安全・交通安全・災害安全の観点をもって、生命（いのち）の安全

教育や防災教育、防犯教育のより一層の推進を図る。また、関係機関と連携したセーフテ

ィ教室等の実施により、児童・生徒の健全育成の活性化及び充実を図る。 

 

４－２ 地域や関係機関との連携による安全対策の強化 

登下校時の事故や犯罪から子どもたちを守るため、学校が地域や関係機関と連携して、

危険を予知するために必要な対応策を講じる。 

また、保護者や地域、関係機関で子どもの安全対策のより一層の充実を図る。 

 

４－３ 学校・園における児童虐待等の早期発見・早期対応の推進 

児童虐待防止法に基づき、対策を確実に実施するため、教職員研修を実施するととも

に、関係機関との連携を密にして、「児童虐待防止マニュアル」を踏まえた児童虐待の早

期発見・早期対応を推進する。 
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【施策４】 子どもの安全・安心の確保 各実施事業の点検・評価結果 

４－１ 子どもの安全教育の推進 

4－1－1 安全教育の推進 

児童・生徒の安全への意識の向上に向け、ライフジャケットを提示するなど具体的な場面を想定し

た安全指導や、発達段階に応じた「生命（いのち）の安全教育」を実施し、安全対策の充実を図る。 

また、保護者・地域の協力による地域安全マップの作成（小学校）を行うとともに、交通安全教室

を実施する。 

連番号 
40 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

 生命（いのち）の安全教育を各学年

で年間１回以上実施した。 

 小１防犯教育プログラムとして、連

れ去り、性犯罪被害などから自分自身

を守る力を身に付けることを目的に、

全区立小学校第１学年で実施した。 

 令和５年度末からは、ライフジャケ

ットを全校・園に配付し、ライフジャ

ケットを用いた安全指導を実施した。 

学校の周りの危険な場所と安全な場

所を知るために、全区立小学校で地域

安全マップを作成した。 

 文部科学省が作成した「性犯罪・

性暴力対策の強化について」の教

材・指導手引きを参考にして、発達

の段階に応じた「生命（いのち）を

大切にする教育」や「性犯罪等の加

害者にならない・被害者にならな

い・傍観者にならないための教育」

を実施することができた。 

 小１防犯教育プログラムを４月

から７月に実施したことで、小学

校入学後早期に防犯意識を高める

ことができた。 

 ライフジャケットを令和５年度

末に配付し、全校・園では、夏季休

業日前の安全指導で活用すること

ができた。 

地域安全マップ作成を通して、

事故や犯罪がどのような場所で起

こりやすいかを考え、児童の地域

安全に対する理解が深まり、より

安全な道を選ぶなど、危機回避能

力が向上した。また、地域を実際に

歩くことにより、地域への関心が

高まった。 

引き続き、保護者や地域の方々

と連携を図りながら、発達の段階

に応じた安全教育を推進してい

く。 

また、上目黒小学校が令和８・

９年度安全教育推進校（東京都教

育委員会）に指定されたため、推

進校の取組を区内に共有するこ

とで、各学校における安全教育の

推進を図る。 
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4－1－2 防災教育の充実 

自ら主体的に行動ができる能力を育むため、実践的な避難訓練の実施や、学習ｅポータル内に設置

した「安全教育・防災教育ポータルサイト」を活用したり、地域の防災訓練と連携したりするなど防

災教育を引き続き実施する。 

また、中学生及び教職員を対象に普通救命講習会を実施する。 

連番号 
41 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

＜普通救命講習＞ 
■教職員の普通救命講習 

新規講習 ９７人 
再講習  ３５人 
合計  １３２人 

■中学生の普通救命講習 
普通救命講習会 ７校 

 
＜地震、火災、気象災害等の災害を
想定した避難訓練＞ 

全小・中学校では、地震、火災、
気象災害等の様々な災害を想定した
避難訓練を年１１回以上実施した。 

 また、小学校１校、中学校１校が

ジュニア防災検定に取り組み、家族

と防災について話し合う機会や、防

災について正しい知識を身に付ける

機会につなげた。 

 

 

 

 

 

 

 

＜普通救命講習＞ 
中学生を対象とした講習会につい

ては、令和６年度と同様に、中学校に
対し早期に消防署との日程調整を促
した結果、全７校において計画どおり
実施することができた。 
 
＜地震、火災、気象災害等の災害を想
定した避難訓練＞ 

各学校で、東京都教育委員会が作成
した防災教育ポータルサイトから、
「防災ノート～災害と安全～」等のデ
ジタル教材を参照して指導した。ま
た、各家庭で「東京マイ・タイムライ
ン」を作成・活用することを促すこと
で、児童・生徒が、災害、風水害から
の避難に必要な知識を習得できるよ
うにすることができた。 
今後も、児童・生徒が危険を予測し、

回避する能力を育成できるよう、各学
校の発達段階を踏まえた防災教育を
充実させていく。 

＜普通救命講習＞ 
中学生がＡＥＤ操作や心肺蘇

生法を習得することは、学校内に
とどまらず地域全体の安全確保
に資するものであることから、今
後も全中学校で継続実施できる
よう受講機会を確保するための
働きかけを行い、消防署との連
携・協力体制の充実を図ってい
く。 
併せて教職員向け講習会は、令

和８年度以降、防災センターや庁
舎会議室を活用し継続実施に向
けた環境整備を進める。 
 
＜地震、火災、気象災害等の災害
を想定した避難訓練＞ 
災害の危険性を知り、災害時に

とるべき行動と知識を身に付け
られるよう、引き続き、学校防災
マニュアルに基づく実践的な避
難訓練を計画的に実施する。   
ジュニア防災検定についても

引き続き小学校１校、中学校１校 

で実施する。 
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４－２ 地域や関係機関との連携による安全対策の強化 

4－2－１ 防犯・防災等の情報共有 

保護者連絡システムを用いて、教育委員会から不審者情報など子どもの安全に関する緊急情報の

配信、学校・園から自然災害発生時の対応の連絡など、保護者にとって有用な活用を図り、児童・生

徒の安全・安心を確保する。 

連番号 
42 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

不審者情報等の配信により保護者

の注意を喚起することで、児童・生徒

の安全確保に寄与した。各校からの配

信も、全校配信、学年配信を使い分け

て、それぞれ必要な情報配信を行っ

た。 

 

■不審者情報配信実績  ２６件 

 

■保護者連絡システム登録率 

９５．０％（令和８年２月末） 

警視庁から配信される「メール

けいしちょう」の犯罪発生情報を

基に、教育委員会が発信する保護

者連絡システムを活用し、不審者

情報等について適宜、保護者へ迅

速な情報提供を行った。 

また、光化学スモッグ注意報の

発令に伴う注意喚起をはじめ、子

どもの安全確保に関する緊急情報

を速やかに配信するとともに、警

察署等の関係機関と連携しながら

情報共有に努めた。 

保護者連絡システムについて

は、導入以降、安定的に運用され

ており、保護者が日常的に使用す

る媒体であることから、不審者情

報等を迅速に共有できるという

特性を、今後も引き続き有効活用

していく。 

また、警察署や区生活安全課等

の関係機関との連携を一層深め

ながら、児童・生徒の安全確保に

資する情報について継続して情

報配信を行い、子どもに対する犯

罪や事故の未然防止に努めてい

く。 

4－2－2 通学路の安全確保 
学校・ＰＴＡから報告のあった小学校通学路の危険箇所については、道路管理者や警察など関係

機関と連携・協力し必要な対策を行っていくとともに、必要に応じて学校・ＰＴＡ等と関係機関と

の合同での点検を実施する。 

連番号 

43 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

全小学校あてに通学路危険箇所

調査を行った後、各関係機関に危険

箇所の状況に応じた必要な対策や

対応の検討を要請し、対応結果を区

ウェブサイトで公表した。 

また、一部の学校ではＰＴＡが主

体となり、道路管理者や警察署など

関係機関と合同で通学路危険箇所

点検を実施した。 

■危険箇所 ２３８カ所 

（内訳） 

新規       １１１カ所 

 昨年度からの継続 １２７カ所 

 

■対策必要件数 ３２３件 

（関係機関別内訳） 

 学校        ６３件 

 区道路管理者   １４７件 

 国・都道路管理者   １５件 

 警察署             ８３件 

 区・その他         １５件 

 

■合同点検実施校 ４校 

油面小・五本木小・田道小・ 

東根小 

通学路における危険箇所への対

策については、道路管理者及び警察

との情報共有や協議を通じて、連

携・協力体制の下、より効果的な安

全対策の実施に努めた。 

また、区ウェブサイトで点検結果

や完了済み箇所の状況を更新し、保

護者や地域に取組の成果を適切に

周知した。 

一方、ＰＴＡ主催の合同点検は警

察及び道路管理者等の関係機関と

現場で一堂に会して危険箇所の点

検を行うことで、より効率的、効果

的な対応の検討を期待できるが、一

部の小学校のみの実施に留まって

いることが課題と認識している。 

学校・ＰＴＡから報告のあった小

学校通学路の危険箇所については、

道路管理者や警察など関係機関と

連携・協力しながら、必要な対策を

進めていく。その際、近年増加傾向

にあるゲリラ豪雨や台風に伴う冠

水等、気象条件の視点も踏まえた危

険箇所の把握について学校に対し

協力を依頼していく。 

また、合同点検を未実施の学校に

ついては、学校を通じてＰＴＡに対

し積極的な実施を働きかけていく。 

なお、危険箇所点検の結果及び対

応状況については、引き続き区ウェ

ブサイトを通じて、保護者や地域に

適切に周知していく。 
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4－2－3 学校・園の防犯体制の強化 

子どもや学校関係者の安全確保を図るため、小・中学校、幼稚園・こども園の運動会・体育祭及

び区立中学校連合体育大会に警備員を配置するとともに、小学校、幼稚園・こども園において、校

門前等の昼間警備を引き続き試行で実施する。 

連番号 
44 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

区立小・中学校及び幼稚園・こども

園における運動会・体育祭及び区立中

学校連合体育大会の実施に当たり、子

ども等の安全確保及び不審者の侵入

抑止・対応のため、委託による警備員

の配置を行った（行事警備）。 

また、令和６年度に引き続き区立小

学校及び幼稚園・こども園の開門時間

を中心に門扉付近での立哨や施設内

の巡回などを担う警備員を配置する

とともに、警備ボックスの設置につい

ても試行的に実施した（昼間警備）。 

 

＜令和７年度実績＞ 

■行事警備 

  全小・中学校及び園における運動 

会・体育祭及び区立中学校連合体育 

大会に警備員を配置 

  警備日数 ３３日 

 

■昼間警備 

  小学校２１校（緑ヶ丘小学校を除 

く）及び幼稚園・こども園３園で実  

施 

 警備日数 延べ４４５日 

行事警備の実施については、令

和６年度から警備対象の範囲を拡

大して警備員を配置している区立

中学校連合体育大会を含め、運動

会・体育祭において支障なく警備

を実施することができた。 

昼間警備の試行実施については

各校・園からの実施後アンケート

により、警備員の配置による安全

性の向上の効果、学校・園における

負担感、警備体制（配置時間帯や配

置場所等）の適切性、並びに今後の

警備実施に対する意向等について

意見等を集約し、今後、より実効性

の高い警備体制の構築に向け、警

備員配置による効果と課題を整理

することができた。 

行事警備については、ＰＴＡと

より緊密に連携し不審者・不審物

への対策の強化を図る。 

昼間警備については、今年度ま

での一定期間に集中した警備員

の配置から１日ごとに配置場所

を変える形式をとることで年間

を通して不審者侵入への抑止効

果の維持を図る。 
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４－３ 学校・園における児童虐待等の早期発見・早期対応の推進 

4－3－1 児童虐待の早期発見・早期対応の徹底に向けた取組の強化 

「児童虐待防止マニュアル」に基づく対応を全教職員に徹底するとともに、学校・園と子ども家庭

支援センター等との情報共有及び連携の強化を図る。また、教職員の児童虐待防止への意識を高め、

児童虐待防止に関する各学校の取組の充実に向けた研修を実施する。 

連番号 
45 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

児童虐待に関するｅラーニングに

よる全教員悉皆研修（「虐待防止」）

や教育相談初級研修「虐待・ネグレク

トへの対応」を実施することで、教職

員の虐待防止に対する意識を高める

ことができた。 

教育相談初級研修では、「虐

待・ネグレクトを受けている子ど

もの理解と支援～学校・園での対

応のヒント」をテーマとして講

義・演習を行い、児童虐待防止に

関する学校での取組の充実に向け

た研修を実施し、理解啓発を図る

ことができた。   

虐待が疑われる事案の発生に対

しては、速やかに関係機関と連携

したり、学校へ連携を促す助言を

行ったりすることができた。 

児童虐待防止に関する全教員

悉皆研修を継続し、教職員の児童

虐待防止に対する意識を高める

とともに、学校の取組の充実を図

っていく。 

次年度も長期休業明けの児童

等の出席状況や、７日連続欠席、

累計１３日以上の欠席の状況把

握等を随時行い、虐待が疑われる

児童等の早期発見・早期対応を行

う。 

また、行政進行管理会議での内

容や、児童相談所・子ども家庭支

援センター・めぐろ学校サポート

センターのスクールカウンセラ

ーやスクールソーシャルワーカ

ー等とのよりよい情報共有のあ

り方を検討していく。 
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【施策５】 生涯学習の充実 

【施策５の方向性】 

５－１ 生き生きと学び合える生涯学習事業の充実 

区内及び近隣地域の教育機関の専門性を生かした生涯学習講座の実施など、区民の関心

や意欲に応える生涯学習事業に取り組むとともに、誰もが、いつでも、どこでも講座や団

体等の情報を得られるように、様々な媒体を使った情報提供をさらに充実していく。 

 

５－２ 家庭教育を支援する事業の実施 

子どもの生活習慣の習得や自立心の育成など、すべての教育の出発点である家庭教育が

保護者の自覚と責任によって行われるよう、家庭教育講座などを引き続き行う。 

 

５－３ 文化財を活用した啓発・普及事業の実施 

区内の歴史的建築物や埋蔵文化財を調査・記録して、文化財保護等寄付金も活用しなが

ら貴重な文化財を将来にわたって保存・継承していく。 

また、文化財や歴史資料を活用した企画展の開催などを通じ、文化財への理解を深め、保護への

啓発を行う。 

 

５－４ 図書館サービスの充実 

重点テーマを定めた図書資料の計画的な収集、地域の課題や特定のテーマに関連した展

示により、区民ニーズに沿った的確な資料提供を行うとともに、電子書籍貸出サービス

（めぐろ電子図書館）と地域資料のデジタル化による非来館型サービスの充実を図る。  

また、学校教育との連携による児童・生徒の電子図書館の活用を推進する。図書館利用

に障害のある方々一人ひとりの状況に応じた障害者サービスの提供、子どもたちの読書活

動の推進と学習活動の支援について取組を進める。 

さらに、子どもたちが本と親しみ、より深く学びを楽しむための環境づくりを進め、子

どもたちが主体的に読書活動に取り組めるよう、「目黒区子ども読書活動推進計画（仮

称）」を策定する。 
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【施策５】 生涯学習の充実 各実施事業の点検・評価結果 

５－１ 生き生きと学び合える生涯学習事業の充実 

５－1－1 大学等教育機関の専門性を生かした事業の実施 

現在実施している区内及び近隣教育機関との連携・協力を進め、ニーズに沿った企画を実施すると

ともに、ＩＣＴを活用した講座も取り入れながら、区民の生涯学習の機会拡大を図る。 

連番号 
46 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

これまで連携している、筑波大学附

属駒場中学校・高等学校、東京科学大

学、東京大学、放送大学、東京音楽大

学、東京医療保健大学の、計６教育機

関と専門性を生かした連携講座を企

画した。 

■筑波大学附属駒場中学校・高等学  

 校 

 ２講座 参加者５８名 

■東京科学大学 

 １講座 参加者１８名 

■東京大学 

 ２講座 参加者４５名 

■放送大学（オンライン） 

 １講座 参加者５３名 

■東京音楽大学   

 １講座 参加者５０名 

■東京医療保健大学 

 １講座 参加者４０名 

時代の変化に対応した学習機会

の提供のため、放送大学との講座

ではオンラインを活用した講座を

企画した。 

実施した講座数は、令和６年度

の５講座に対し、令和７年度は８

講座開催できたため、講座参加者

数が大幅に増加した。 

しかし、定員を超える申込があ

る講座がある一方で、定員が少な

い講座であったり、定員に満たな

い講座もあるため、各校へ講座内

容等の提案や、講座の周知方法な

どを更に工夫していく。 

引き続き、区内及び近隣地域の

教育機関との連携・協力を進め、

区民ニーズを捉えながら各教育

機関の専門性を生かした連携講

座を実施する。 

また、講座数の増加に努めると

共に、オンラインの活用も行いな

がら、生涯学習の機会拡大を図

る。 
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５－２ 家庭教育を支援する事業の実施 

５－2－1 家庭の教育力向上に向けた学習機会等の提供 

家庭教育の自主性を尊重しつつ、家庭教育に関する学習機会の提供を行い、子どもの生活習慣の習

得や自立心の育成に向けて、より効果的な支援に向けた検討を進める。 

連番号 
47 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 再編・見直し 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

＜ＰＴＡへの指導者派遣＞ 

各区立小・中学校ＰＴＡが実施す

る家庭教育講座に対し、指導者を派遣

した。 

 

＜社会教育講座＞ 

 「ほっと一息～子育て中のメンタル

ケア」（全３回参加者延べ３５人、東

山社会教育館）、「もしかして、それ

不適切なかかわり（マルトリートメン

ト）かも？」（全２回延べ参加者 １

９人、区民センター社会教育館）、「時

短で作る常備菜と幼児のお弁当」（全

１回参加者１６人、目黒本町社会教育

館）を実施した。 

 

＜ＰＴＡへの指導者派遣＞ 

これまでＰＴＡが委託金から講

師謝礼、事務費用等予算を立て、講

師謝礼の支払い、税の納付、残金処

理などを行っていたが、令和７年

度から指導者派遣の形に変え、Ｐ

ＴＡが金銭に関わることがなくな

ったことにより、負担感が減った。 

事務処理が変更になった初年度

であり、家庭教育に関する講座を

実施するＰＴＡ数は前年度を下回

った。 

事務処理変更について周知する

必要がある。引き続きＰＴＡから

の相談に丁寧に応じ、講座の実施

を支援する。 

 

＜社会教育講座＞ 

３講座中１講座は実習を取り入

れ、２講座では意見交換を行うグ

ループワークを取り入れた。参加

者同士活発な意見交換が行われ

た。 

ＰＴＡが実施する家庭教育講

座に対し、ＰＴＡが希望する指導

者を派遣した。オンラインの経費

などが支出できなくなったが、講

師謝礼が保障されるとともに、委

託金を扱わなくて済むようにな

ったことでやりやすかったとい

う声が聞かれた。令和８年度も引

き続き指導者派遣形式で実施す

る。また、実施するＰＴＡが減少

しているため、教育委員会主催で

家庭教育講座を実施し、家庭教育

に関する学習機会を提供する。 

社会教育講座は、グループワー

クの希望も多く、参加者同士の仲

間づくりのきっかけとなること

から、今後も可能な範囲でグルー

プワークを取り入れていく。 

５－３ 文化財を活用した啓発・普及事業の実施 

5－3－1 歴史的建造物、遺跡調査の実施 

文化財として価値のある歴史的建築物の調査、埋蔵文化財保護のための試掘調査を実施し、めぐろ

の歴史と文化を記録保存する。 

連番号 
48 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

＜歴史的建築物調査＞ 

一定の価値が認められる歴史的建

築物が解体等により減少しているこ

とから、記録保存のための歴史的建築

物個別調査を１件実施した。 

 

＜埋蔵文化財調査＞ 

建築及び開発行為により破壊され

る可能性のある遺跡を保護するため

に存否確認及び記録保存を実施した。 

■実施状況 

立会調査 ３６件 

試掘調査 １１件 

＜歴史的建築物調査＞ 

令和７年度は歴史的建築物個別

調査を１件実施し、貴重な建造物

の記録を保存することができた。 

 

＜埋蔵文化財調査＞ 

建築及び開発行為により破壊さ

れる可能性のある遺跡の存否を事

前に把握することにより、予定さ

れている建築計画に影響を与えな

いように保護対策を講ずることが

できた。 

調査件数５０件を目標としてい

るが、令和７年度は若干下回った。 

 
 

＜歴史的建築物調査又は古文書等

の文化財調査＞ 

今後も文化財として価値のある

歴史的建築物や区民が所有する古

文書を把握していくとともに、計

画的かつ効率的な記録保存及び調

査を実施していく。 

 

＜埋蔵文化財調査＞ 

建築計画等に伴い失われてし

まう遺跡の存否を確認し、記録を

保存するために必要な調査を実

施していく。 
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５－3－2 めぐろ歴史資料館事業の実施 

めぐろ歴史資料館の機能移転に伴い、展示・所蔵資料の整理を行うとともに、事業の在り方につい

て検討を進め、デジタルミュージアムを公開するなど、幅広い年齢層に親しんでもらうための事業

を実施する。 

連番号 
49 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

常設展示のほか、企画展等を２回実

施した。 

企画展は、夏季企画展「『空襲記』

からみる８０年前の日々」、冬季企画

展「昔のくらしと道具展」を実施した。  

また、企画展関連体験学習事業として

「氷式冷蔵庫を使ってみよう」及び

「レコードを再生してみよう」を実施

した。 

学校サポートセンターから機能

移転の準備もあり、企画展の開催

は２回となった。 

また、小学校第３学年の社会科

の授業に合わせた展示である冬季

企画展における学校団体見学につ

いては１０校の利用があった。 

機能移転準備に伴い令和８年

１月２６日から休館したが、区民

等が文化財及び郷土資料に親し

み、また理解を深められることが

できるよう、区有施設を活用した

出張展示の実施及び「めぐろデジ

タルミュージアム」のコンテンツ

数の増加等、引き続き啓発・普及

事業の充実を図っていく。 

５－４ 図書館サービスの充実 

５－4－1 図書館資料の充実と的確な資料提供 

知・文化の拠点として、資料収集の重点テーマを定め、指定寄付金（ふるさと納税）を活用しなが

ら図書館資料の充実を図る。 

また、これらの資料（蔵書）を活用し、地域の課題や特定のテーマに関連した展示により区民ニー

ズに沿った的確な資料提供を行う。 

連番号 
50 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

図書館資料費の増額分で、３年計画

の３年目のテーマに基づき、法律（区

民生活に身近な民法・刑法等）、ＳＤ

Ｇｓ自然・生物関連、デザイン（建築・

工芸・広告、デジタル関連）、美術（西

洋美術）、世界史（アフリカ史・南北

アメリカ史）、２３区の地図・道路地

図等地図類、児童本などの図書資料を

約３,８７０冊購入した。 

また、指定寄付金の活用により仕事

と余暇に関連する資料を約１,４４０

冊購入した。 

各館ではテーマ展示を２７４回実

施した。 

図書館資料費の増額分につい

て、複数年度にわたる資料収集の

重点テーマを定めた執行計画に基

づき、選定・購入を行った。指定寄

付金についても、区民ニーズに沿

ったテーマを年度ごとに定め、選

書・購入を行った。 

また、各館のテーマ展示では、月

ごとに地域の課題や特定のテーマ

を定め、関連する図書資料を展示・

提供することで、利用者の興味や

知識を深める機会を提供した。 

令和５年度の目黒区世論調査

では、図書館に期待するサービス

のうち、図書館資料の充実が最も

高い割合となっており、継続的に

図書館資料の充実と資料提供を

図っていく必要がある。 
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５－4－2 電子書籍貸出サービスの充実 

非来館型サービスとして区民が活用している電子書籍貸出サービス（めぐろ電子図書館）につい

て、様々な分野のコンテンツの充実と地域資料のデジタル化を推進する。 

また、学校教育との連携による児童・生徒の電子図書館の活用を推進する。 

連番号 
51 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

電子書籍（有料コンテンツ）を仕事・

経営管理、交通、建築、歴史、映像化・

アニメ化作品、小説（児童書）、自然

科学（児童書）などのテーマに基づき、

約８１０点収集した。 

また、電子書籍貸出回数は９,２８

９回であり、前年度に比べ微減した。 

資料のデジタル化については、地図

を中心とした地域資料１０点をデジ

タル化し、めぐろ電子図書館で公開し

た。 

分野ごとのコンテンツ数や貸出

回数等の統計・分析をもとに、テー

マ設定や選書を行うことで、特定

の分野に偏ることなく、利用者の

ニーズに沿った資料構成に努め

た。 

また、貴重資料であり、劣化の恐

れのある地域資料１０点をデジタ

ル化し、めぐろ電子図書館のコン

テンツ充実に努めた。 

引き続き電子図書館の利用状

況の統計・分析に基づいたコンテ

ンツの充実及び地域資料のデジ

タル化を進めていく。 

また、区立小・中学校の授業等

で活用可能なコンテンツを導入

して、ＩＣＴを活用した子どもの

読書活動の支援実施を進めてい

く。 

５－4－3 障害者サービスの充実 

障害などにより図書館利用に支障のある方向けの資料（録音・点字図書、マルチメディア資料な

ど）の提供、対面朗読、来館困難者に対する資料配送などのサービスを行う。 

また、録音図書作成などのボランティアである障害者サービス協力員の育成などによりサービス

の充実を図る。 

連番号 
52 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

区立小・中学校へ配布の小・中学校

向け事業の案内に、障害者サービス資

料の案内を掲載した。 

音訳者養成講習会（障害者サービス

協力員新規募集に伴う講習）を４回、

音訳講習会（レベルアップ講習）を１

回、点訳講習会を１回開催し、障害者

サービス協力員の育成を行った。 

デイジー資料（３２タイトル）、マ

ルチメディアデイジー資料（４タイト

ル）、点字図書（２１タイトル）の受

け入れを行った。 

区立小・中学校へ配布の小・中学

校向け事業の案内に、障害者サー

ビス資料の案内を掲載し、障害者

サービスについて周知を図った。 

音訳講習会（養成講座、レベルア

ップ講習）、点訳講習会を開催する

ことで、障害者サービス協力員の

育成及び活動の推進を行った。 

引き続き、区立小・中学校に障

害者サービス資料の紹介等を行

うことで、活字による読書が困難

な児童・生徒の読書活動の推進を

図る。 

障害者サービス協力員に対し

研修等を実施し、協力員の育成を

継続して行っていく。 

録音図書、点訳図書、マルチメ

ディアデイジー資料等、障害者サ

ービス資料の受け入れ、提供を行

っていく。 
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５－4－4 子ども読書活動の推進及び学習活動の支援 

学校への図書資料の団体貸出、調べ学習支援、ワークショップやフォローアップ研修による読み

聞かせボランティアの育成等を行い、子どもの読書活動の推進及び学習活動の支援についての取組

を進める。 

連番号 
53 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

■小・中学校等への団体貸出 

登録団体    ４６０団体 

貸出点数  ２５，１３０点 

■おはなし会（各図書館開催） 

各館合計     ２４３回 

参加者延べ  ２，３７９人 

■読み聞かせボランティア育成・ワー 

クショップ 

 ３回開催（参加者延べ４６人） 

■夏季休暇期間の各小・中学校調べ学

習支援として、調べ学習用ワークシー

トを作成した。 

■目黒区の自己選択学習への支援を

行った。 

・図書館に団体で来館した児童に本

の調べ方の指導を実施 

（中根小学校２年生を除く全５学年

に実施） 

・学校へ訪問し、百科事典の使い方に

ついての講座を実施 

（八雲小学校１、２年生を除く全４学

年に実施） 

図書館に団体で来館した児童に

本の調べ方の指導を実施した。ま

た、小学校へ訪問し、百科事典の使

い方についての講座を実施するな

ど、自己選択学習への支援を行っ

た。 

読み聞かせボランティア育成に

向け、育成ワークショップを開催

した。 

引き続き、読書を通じて子ども

が豊かな感性を身に付けられる

よう、団体貸出やおはなし会等を

実施し、本と出会う機会の提供を

図っていく。 

また、自己選択学習等におい

て、小・中学校図書館担当教諭や

図書館支援員と連携を図りなが

ら、学校の読書活動の支援を行

う。 

５－4－5 「目黒区子ども読書活動推進計画」（仮称）の策定 

多くの子どもたちが本と親しみ、より深く学びを楽しむための環境づくりを進め、子どもたちが

主体的に読書活動に取り組めるよう、「目黒区子ども読書活動推進計画」（仮称）を策定する。 

連番号 
54 

令和７年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 終了 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

令和８年度から令和１２年度まで

の５年間を計画期間とする「目黒区子

ども読書活動推進計画」を令和８年３

月に策定した。 

５つの基本方針と５つの施策の

方向性を定め、それを基に具体的

な施策を設定した。 

また、本計画の策定に当たって、

子ども（区立小・中学校各１校の図

書委員）への意見聴取を行ったこ

とから、子ども版リーフレットを

作成した。 

子どもたちが主体的に読書活

動に取り組めるよう、「目黒区子

ども読書活動推進計画」に基づ

き、各取組を進めていく。 
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第４ 目黒区立学校･園における働き方改革実行プログラムに基づく取組について 

 

 目黒区立学校・園における働き方改革実行プログラムについて、教育委員会各課が作

成した令和７年度取組状況と今後の方向性に基づき、学識経験者とヒアリングを行いま

した。 

実行プログラムでは、令和５年度から５年間で、教職員の月当たりの時間外在校時間

が４５時間を超える教員をゼロにすることを目標とし、４つの取組の方向性と、２７の

具体的取組に基づき、学校・園における働き方改革を推進しています。 

 なお、年度ごとの目標値を設定していないため、評価値はありません。 

 

【取組の方向性１】 学校業務改善支援の推進 

 

（１）教育委員会による学校業務の負担軽減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 調査依頼等の精査 

取組状況 今後の方向性 

①メール本文中に宛名を明記するなど、学校へメールを送

付する際の注意点について周知し、受信時の負担軽減を図

った。 

 

 

②国や東京都から各学校・園を対象とした調査依頼につい

ては、調査内容を精査し、別調査にて把握している数値等

については教育指導課で回答することで各学校・園への調

査依頼は必要最小限とした。 

 

①今後も継続的に実施されるよう定期的に周 

知するとともに、メール件名の統一についても

適切に運用されるよう、引き続き促していく。 

 

 

②教育指導課から各学校・園へ依頼する調査業

務等については、引き続き必要最低限とすると

ともに、回答方法の工夫による負担軽減につい

ても進める。 

２ 学校への配付依頼文書等の精選 

取組状況 今後の方向性 

①「めぐろ子育てホッ！とナビ」やＧＩＧＡ端末での配信

を開始し、またウェブサイトにチラシのサムネイルを掲載

するなど、学校の負担とならない方法で取組内容の充実を

図った。 

 

②学校・園から、児童・生徒や保護者等への一斉配付文書

については、内容を精査した上で、必要に応じて保護者連

絡システムや学習ｅポータルを通して教育指導課から配

信した。 

①引き続き関係機関へ配付文書の精選を依頼

するとともに、電子データによるチラシ等の配

信を実施する。 

 

 

②学校・園への文書配付に関する負担軽減を

念頭におき、各学校・園から配付すべきもの

を精選するとともに、教育指導課から直接配

信する文書を整理する。 
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３ 会議・研修等の効率的な実施 

取組状況 今後の方向性 

①学校徴収金事務処理説明会をオンライン（Ｚｏｏｍ）で

開催した。 

 

 

 

②会議の目的や研修等のねらいを明確にするとともに、演

習や協議を多く取り入れた実践的研修を実施することが

できた。 

①他の研修についても、ｅラーニング化又はオ

ンライン化を検討し、教職員が学校において任

意のタイミングで研修を受講できるようにし

ていく。 

 

②会議の目的や、研修等の効果と学校業務負

担のバランスを考慮しながら、実施回数、内

容、実施方法等を設定する。 

４ 勤務時間等の服務管理の効率化 

取組状況 今後の方向性 

令和８年度より新たな出退勤システムの稼働開始に向

けて、導入準備・テスト等を実施した。 

学校に対して、新たな出退勤システムの使

用方法を周知して、教員の負担軽減につなげ

る。 

５ 宿泊行事の見直し 

取組状況 今後の方向性 

児童・生徒の発達段階や実態を踏まえるとともに、児童・

生徒及び教職員の負担軽減と、事業内容をより効果的なも

のとするために行った事業の見直しを踏まえ、小学校第４

学年は日帰り、小学校第５学年・第６学年及び中学校第１

学年は２泊３日で実施した。 

引き続き、人的サポートとして現地サポー

トスタッフや指導員を配置する。また、届出

書類の簡素化や、企画・運営業務の民間委託

を小学校４校で試行実施し効果検証するな

ど、さらなる教員の負担軽減について検討す

る。 

６ 給食費等の公会計化 

取組状況 今後の方向性 

給食費保護者負担ゼロの取組による検討事項の変化等

を踏まえつつ、公会計化に係る対象業務範囲や実施に向け

た準備体制の検討を行った。 

引き続き検討を重ねる。 
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（２）教育委員会による学校への人的支援 

 

７ 教員の担当授業時数の軽減 

取組状況 今後の方向性 

＜学校教育支援員・学習指導講師＞  

令和７年度から学習指導員と小１学級支援員を統合し、

学校教育支援員とした。各校の実績等を勘案しながら、必

要に応じて再配分などの対応を行った。 

学習指導講師については、報酬について他区と比較する

と低い状況であった。そのため、令和８年度より、待遇改

善のため他区の同種の職の平均的な報酬となるよう引き

上げを行った。 

 

＜都の事業「社会の力活用事業」＞ 

前年度に引き続き、「特別非常勤講師（都費）」とし

て、会計年度任用職員を７校（８名）任用し、外国語活動

や体育の授業を実施した。 

＜学校教育支援員・学習指導講師＞  

学校教育支援員について、各学校が柔軟に

活用できるよう努めていく。 

学習指導講師については、依然として欠員

が生じている学校があるため、大学等に改め

て周知に対する協力依頼を行うなど、採用に

向けた取組を行っていく。 

 

 

＜都の事業「社会の力活用事業」＞ 

引き続き、本事業を活用することで担当授

業時数の軽減につなげていく。 

８ 業務支援体制の充実 

取組状況 今後の方向性 

前年度に引き続き、スクール・サポート・スタッフや副

校長補佐等を全小・中学校に配置し、教員や副校長の業務

負担軽減を図った。 

スクール・サポート・スタッフについては、年間２１０

日（６時間/日）勤務と年間１５０日勤務（４時間/日）い

ずれかを選択する運用を開始した。 

引き続き、スクール・サポート・スタッフ

や副校長補佐等を全小・中学校に配置し、教

員や副校長の業務負担軽減を図っていく。 

９ 多様な専門スタッフの活用 

取組状況 今後の方向性 

専門性が必要となる業務について専門スタッフを任用

し、教職員との役割を明確化しつつ、活用を進めた。また、

任用後には研修・ＯＪＴを実施するなど、専門的知識等の

更なる活用を図った。 

＜活用例＞ 

外国語指導員（ＡＬＴ）（連番号２） 

学校健康トレーナー （連番号９） 

スクールカウンセラー（連番号１５） 

スクールソーシャルワーカー(連番号１６)など。 

引き続き専門スタッフの活用を進めてい

く。 

10 学校事務職員への業務支援 

取組状況 今後の方向性 

転入・新規採用事務職員に対し、予算執行の概要につい

て研修を実施した。また、教育政策課職員が学校を訪問し、

内部情報システムの操作等について支援を行った。 

 

効果的な支援を行うため、予算執行の手引

きを改定し、事務職員へ周知する。また、今

後も継続して学校訪問を行い、業務支援を実

施していく。 
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（３）ＩＣＴを活用した業務効率化 

 

（４）外部委託等による負担軽減 

11 ＩＣＴ活用に係る専門的な支援  

取組状況 今後の方向性 

ＧＩＧＡ支援員による週１回の定期支援及び各学校の

状況・要望等により、巡回支援を行った。 

また、令和７年１２月にＧＩＧＡシステムの更新にあわ

せてＧＩＧＡ支援員の新事業者をプロポーザルにより選定

し、各校の支援を行いながら、既存事業者からの引継ぎ等

を実施した。 

ＧＩＧＡ支援員事業者により、各校のＩＣ

Ｔ活用状況等の実態を把握した上で、学校内

のＩＣＴ全般に関する支援を月６回程度実施

する。また、校務ＤＸの推進に資する支援内

容を整理する。 

12 ＩＣＴを活用した校務の効率化・教材等の共有  

取組状況 今後の方向性 

校務システムとＧＩＧＡシステムの間で、Ｍｉｃｒｏ

ｓｏｆｔ３６５サービスを活用したデータ共有を安全に

行えるように、Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ３６５のファイル暗

号化・利用端末管理機能を導入した。 

夏休み明けには、校務システムとＧＩＧＡ

システムの間でデータ共有をできるように、

準備を進めていく。 

13 ＩＣＴを活用した園務効率化  

取組状況 今後の方向性 

園務システムについて、関係各課等と調整を行い、アプ

リ活用等による園務におけるＩＣＴ化の検討を進めた。 

保護者連絡機能に加えて、登園管理などの

園務へのＩＣＴ導入に向けて取り組んでい

く。 

14 学校用務等の委託化   

取組状況 今後の方向性 

委託化により、用務・学童擁護・児童交通等の区費職員

の人事管理を学校の管理職が行う必要がなくなったこと

により、事務負担の軽減が図られた。 

委託化の拡大について、令和８年度の事業者

の業務履行状況を検証しながら、対象校の拡大

を検討していく。 

15 学校施設管理の委託化 

取組状況 今後の方向性 

碑小学校、東山小学校の複合施設管理委託、五本木小学

校、緑ヶ丘小学校プール棟の施設管理、設備管理等を委託

した。 

各学校施設の状況に応じて、関係所管と連携

し、施設管理の委託化を進める。 

16 学校外プールの活用 

取組状況 今後の方向性 

向原小学校、鷹番小学校の２校で、民間プール施設での

水泳指導を実施し、教職員の負担軽減を図った。 

建て替えのスケジュールに応じて、他校でも

検討する。 

17 持続可能な部活動の推進     

取組状況 今後の方向性 

連番号３４に記載のとおり。 
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【取組の方向性２】 教職員の勤務環境等整備 

 

 

18 保護者・地域との連携・協働体制の構築     

取組状況 今後の方向性 

 先行実施校３校の学校運営協議会委員及び学校管理職

対象研修の実施などの伴走支援と、地域学校協働本部への

支援を行った。 

令和８年度に学校運営協議会を設置する学校・園を決定

し、学校運営協議会委員及び地域学校協働活動推進員候補

者に対し研修を実施した。 

学校運営協議会設置校・園への伴走支援と地

域学校協働本部への支援を行う。 

また、令和９年度に学校運営協議会を設置す

る学校の選定を行い、当該設置校と地域学校協

働活動推進員の選定に係る調整等を行う。 

19 職員室の環境整備  

取組状況 今後の方向性 

鷹番小学校及び統合新校である目黒南中学校及び目黒西

中学校の設計において、職員室の環境整備に取り組んだ。 

今後、建て替えを進める学校の設計におい

ても環境整備に取り組む。 

20 多様な働き方への対応     

取組状況 今後の方向性 

①長期休業期間において前年度に引き続き、在宅勤務を実

施した。また、勤務場所については、あらかじめ所属長の

承認を受けた場合は、教職員が介護等を行う要介護者等の

自宅等を実施場所とすることができるよう運用方針の改

正を行った。 

 

②校務システムのテレワーク用ドングルについて、令和７

年７月に各校２台から各校６台へ増設した。 

①引き続き、長期休業期間における在宅勤務

を行う。 

 

 

 

 

②学校でのテレワーク運用の実績等をもと

に、追加整備の必要性について検討してい

く。 

21 休暇取得の促進     

取組状況 今後の方向性 

前年度に引き続き、区立小・中学校において夏季休業期

間中の水泳指導、夏季学習教室等の実施を求めないことと

した。また、原則として部活動及び特設クラブを含む全て

の教育活動を行わない教育活動停止日を夏季・冬季休業期

間中に設定した。 

引き続き取組を行っていく。 

22 教職員の健康確保に向けた取組    

取組状況 今後の方向性 

前年度に引き続き、東京都の補助事業であるアウトリー

チ型フォローアッププログラムを活用し、全教職員を対象

に臨床心理士等による面談を実施した。また、教育指導課

の教職員係に教職員健康管理支援員を配置し、教職員の勤

務状況等に応じた面談等を実施した。 

引き続き、アウトリーチ型相談での各校の

結果、巡回訪問や保健師相談事業の結果を踏

まえた上で学校管理職やその他関係機関と

の連携を図りながら、教職員のメンタルヘル

スにつなげていく。 
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【取組の方向性３】 教職員等の働き方改革に係る意識改革促進 

 

【取組の方向性４】 学校・園における取組の推進 

 

 

 

 

 

 

 

  

23 研修の実施・充実     

取組状況 今後の方向性 

今日的な教育課題について、全教員悉皆のｅラーニング

チェック研修を実施した。 

１年次研修と３年次研修の合同開催では、メンタルヘル

スや職場の相談しやすい雰囲気づくり等も含め、教員の不

安や悩み等の相談を受け、助言する演習を実施した。 

２年次研修と中堅教諭等資質向上研修Ⅰの合同開催で

は、授業における悩みや授業改善について中堅教諭が２年

次教員の授業参観をし、授業について助言をする機会を設

定した。 

引き続き全教員悉皆のｅラーニングチェッ

ク研修や職層に応じた研修等において、情報

モラルや個人情報の取扱いについて具体的な

内容を取り上げ、教員の情報セキュリティに

関する意識を高める。人権教育に関する研修

を計画し、実施する。 

24 学校経営方針への位置付け     

取組状況 今後の方向性 

 各校長・園長が作成する学校経営方針に「学校・園にお

ける働き方改革実行プログラム」に沿った取組を記載する

よう通知し、学校経営方針に業務改善等取組内容を盛り込

み、教員の働き方改革を推進した。 

毎年度、各校長・園長宛てに通知すること

により、引き続き教職員の働き方改革に係る

意識改革を促進していく。 

25 保護者・地域への働き方改革の理解促進       

取組状況 今後の方向性 

 働き方改革の意義や目的、取組への理解・協力を得るた

め、保護者連絡システムにより情報発信を行ったほか、保

護者・地域に向けたポスターを作成し、各学校・園に掲示

した。きょういく広報には、児童・生徒・保護者向けの配

付ちらしを電子化する取組等を掲載した。  

ポスター等を作成し、学校・園における働

き方改革の取組について、保護者・地域の理

解・協力が得られるよう、周知等を図る。 

27 業務改善モデル校の実施     

取組状況 今後の方向性 

令和６年度では小学校２校において配置していたエデ

ュケーション・アシスタントを令和７年度から小学校全校

に導入した。主に副担任相当の業務を行い、担任の業務負

担軽減を図った。 

引き続き、本事業を活用することで担任を

はじめ、教員の負担軽減につなげていく。 
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第５ 点検・評価に関する学識経験者からの意見 

 

◆生形 章（前 秀明大学学校教師学部 教授） 

令和８年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（令和

７年度分）について、事前に提出された関連資料と各課長のヒアリングを踏まえて、学識経験者

の立場から以下のとおり、意見を述べる。 

 

１ 知・徳・体を総合的に捉えた資質・能力の育成 に関する事項について 

１「授業改善の推進」における指導主事の巡回指導は、単なる形式的な授業チェックにとどま

らず、児童・生徒の「分かった」を実感させる授業づくりに大きく寄与している。次期学習指導

要領の重点「教育課程の開発」に関する研究成果とも合致するものであり、高く評価したい。 

また、６「体験学習の充実」においては、豊かな心の育成につながる体験活動の工夫や、それ

を支える施設・環境の在り方という視点から丁寧な見直しが図られている。特に「宿泊施設や体

験学習先の選定・提案を行う運営業務委託」は、教員の業務負担軽減と教育活動の質的向上を両

立させる先進的な取組であり、今後の体験学習の在り方を示すものとして注目したい。 

２ 学校の教育活動を支える環境整備の推進 に関する事項について 

14「不登校児童・生徒等の学習支援の充実」において、「校内別室（学校内）」「めぐろエミ

ール（教育委員会）」「民間施設（学校外）」を個別の点として機能させるのではなく、子ども

の状態やニーズに応じて最適な居場所をシームレスに選択・移行できるシステムが構築されてい

る点は極めて評価できる。また、21「ＧＩＧＡシステムの更新」において、日常の授業改善での

活用に加え、不登校傾向にある児童・生徒の個別要望に丁寧に対応することで、「誰一人取り残

さない学び」や「個別最適な学び」の実現が着実に図られていると考える。 

３ 学校内外の連携・分担による学校マネジメントの実現 に関する事項について 

38「学校運営協議会と地域学校協働活動の一体的な推進」において、先行実施３校ではコミュ

ニティ・スクールの仕組みが地域と学校を強固につなぐ架け橋となり、学校の働き方改革にも寄

与している点が確認できた。今後は、これら先行実施校における成果と課題を検証・共有しなが

ら、目黒区の豊かな地域性や各学校の実態を最大限に生かした「目黒区モデル」とも言えるコミ

ュニティ・スクールを、全区的な取組として着実に展開していくことが求められる。 

４ 子どもの安全・安心の確保 に関する事項について 

43「通学路の安全確保」と 44「学校・園の防犯体制の強化」の両面から、子どもの安全・安心

を重層的に支える仕組みが機能している。近年の通学途上における不測の事故・事件等の教訓を

踏まえれば、ハード面の点検や校内対策の徹底に加え、登下校時における地域ぐるみの見守り体

制の再構築や、学校・家庭・警察等の関係機関とのさらなる連携強化が不可欠である。今後も先

見性をもって対策を検討し、不断の見直しを図っていくことを期待したい。 

５ 生涯学習の充実 に関する事項について 

54「目黒区子ども読書活動推進計画（仮称）の策定」において、本年３月に策定された５カ年

計画に基づき、子どもの読書活動の充実が着実に図られている。デジタル社会の進展に伴う「活

字離れ（本離れ）」が深刻な課題となる今、子どもたちの読書意欲の喚起を確かな「入口」とす

ることが重要である。こうした取組が次世代へと受け継がれ、さらには「人生１００年時代」に

おける区民一人ひとりの生涯にわたる豊かな読書活動や生涯学習活動へと発展・循環していくこ

とを願っている。 
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◆米津 光治（文教大学 教育学部学校教育課程教授） 

令和８年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（令和

７年度分）について、事前に提出された関連資料と各課長のヒアリングを踏まえて、学識経験者

の立場から以下のとおり、意見を述べる。 

 

１ 知・徳・体を総合的に捉えた資質・能力の育成 に関する事項について 

 体験学習は、様々な「ヒト・モノ・コト」と関わる子どもの心身の成長にとって有意義な教育

活動である。６「体験学習の充実」に当たっては、各小・中学校の自然宿泊体験教室について、

教育効果や費用負担に配慮した支援が行われていることを評価する。施設の老朽化や学校の負担

軽減の観点から、宿泊行事の企画運営を専門事業者に委託する取組は、活動ありきではなく、学

校の主体性（目的や意義）と子どもの評価も大切にして推進してほしい。 

２ 学校の教育活動を支える環境整備の推進 に関する事項について 

 我が国の不登校児童・生徒数は過去最高が年々更新されている状況の中、その対応は喫緊の課

題である。14「不登校児童・生徒等の学習支援の充実」では、「めぐろエミール」における個別

指導・支援をはじめ、15「教育相談体制の充実」、16「関係機関等との連携強化」に取り組んで

いることを評価する。不登校による学業の遅れや進路選択上の不利益が生じることなく、子ども

の学びと社会的自立を保障するためにも、個々の状況を十分に把握し、不登校の子どもや家庭が

孤立することなく、途切れることのない具体的な支援の継続を期待する。 

３ 学校内外の連携・分担による学校マネジメントの実現 に関する事項について 

新しい時代に求められる資質・能力を育む教育の実現、児童生徒が抱える複雑化・多様化する

課題や問題への対応、教員の業務の適正化を図る等、学校の体制整備が求められる。31「学校を

支える人員体制の充実」は、具体的で有効な支援であり、多様な専門スタッフを活用する取組は

大いに評価できる。一方で、人的支援の役割分担が細分化、専門化すると代替や補充が難しく、

かえって組織としての対応を阻害する心配もあることから、それぞれの学校の状況に応じた柔軟

な対応と人的支援をお願いする。  

４ 子どもの安全・安心の確保 に関する事項について 

 安全な社会の実現は、全ての人々が生きる上で最も基本的かつ不可欠である。目黒区において

は、40「安全教育の推進」、41「防災教育の充実」、42「防犯・防災等の情報共有」、43「通学

路の安全確保」、44「学校・園の防犯体制の強化」など、実効性のある取組が行われていること

を評価する。子どもは守られるべき対象ではあるが、社会の一員として安心な社会づくりに寄与

するという意義も担っている。少子化、高齢化の進展により、地域防災の要となる人材が不足す

れば、災害時の対応に遅れが生じる。そのためにも、特に中・高校生を対象にした地域の避難所

運営に関わる訓練や研修会等の開催について検討してほしい。 

５ 生涯学習の充実 に関する事項について 

 学習指導要領では、学校と社会が協働して「よりよい社会をつくる」ことが重視されている。

地域の人材、資源を活用した特色ある教育活動の展開、地域の多様な教育ニーズを反映した学校

運営など、学校・保護者・地域が連携して子どもを育てるコミュニティ・スクールへの期待は大

きい。令和１１年度の全校配置の実現に向けて、区民への一層の周知をお願いする。 
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令和７年度教育行政運営方針 

 

第１ 策定の趣旨 

本方針は、教育を取り巻く状況の変化を踏まえ、「学び合い成長し合えるまち」の実

現を図るため、目黒区教育委員会の教育目標及び基本方針に即しながら、令和７年度の

施策に取り組む際の基本姿勢やその方向性を示すものである。 

国や都の教育政策の動向を踏まえ、的確かつ柔軟な対応に努めるとともに、区の長期

計画及び目黒区教育に関する大綱並びに令和７年度行財政運営基本方針等との整合を図

りつつ、めぐろ学校教育プランをはじめとした教育委員会で定める各種計画に掲げる事

業を着実に推進することを主眼とする。 

また、本方針に掲げる施策は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の

規定に基づき行う、教育委員会の自らの権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検

及び評価の対象としており、効果的な教育行政の一層の推進を図るとともに、区民への

説明責任を果たし、区民に信頼される教育行政を推進する。 

 

第２ 教育行政運営の基本姿勢 
１ 学校・保護者・地域・関係機関等との連携・協力 

持続可能な社会の創り手として、未来を担う子どもたちの健やかな成長のために、

学校・保護者・地域・関係機関等のそれぞれの役割に応じた連携・協力関係を推進

し、教育活動の一層の充実を図る。 

 

２ 創意工夫を凝らした教育行政の展開 

社会情勢が不安定な中にあっても、活力ある教育行政を推進するため、施策の立案

と実施に当たっては、迅速かつ的確に対処するとともに、積極的に創意工夫に努め

る。 

３ 区民への積極的な情報の発信 

事業の実施に当たっては、保護者や地域をはじめ区民の理解・協力を得るため、事

業についての趣旨や到達度等の説明責任を果たしながら、適時適切に、より分かりや

すい情報発信に努める。 

 

４ 効果的・効率的な施策の推進 

計画（Ｐｌａｎ）、実施（Ｄｏ）、評価（Ｃｈｅｃｋ）、改善（Ａｃｔｉｏｎ）のマ

ネジメント・サイクルにより各施策を効果的・効率的に推進する。 

 

第３ 教育を取り巻く社会情勢 

現代は将来の予測が困難な時代であり、その特徴である変動性(Volatility)、不

確実性(Uncertainty)、複雑性(Complexity)、曖昧性(Ambiguity)の頭文字を取って

「ＶＵＣＡ」の時代とも言われている。少子化・人口減少や高齢化、デジタルトラ

ンスフォーメーション（ＤＸ）の進展に加え、不安定な国際情勢や地球温暖化によ

資 料 １ 
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＊１ウェルビーイング 

身体的・精神的・社会的に良い状態にあること。短期的な幸福のみならず、生

きがいや人生の意義などの将来にわたる持続的な幸福を含む概念。 

＊２地域学校協働活動 

地域と学校がパートナーとして連携・協働して行うさまざまな活動のこと。 

る気候変動も世界全体の課題として顕在化してきており、これらは原材料費等の高

騰による物価上昇や風水害の激甚化・頻発化といった問題の要因ともなっている。 

こうした中、国は、第４期教育振興基本計画のコンセプトとして、「持続可能な社

会の創り手の育成」及び「日本社会に根差したウェルビーイング＊1の向上」を掲

げ、両者の相互循環的な実現に向けた取組が進められるよう教育政策を講じていく

ことが必要であるとしている。 

令和６年５月に策定した、こども大綱に基づくアクションプラン「子どもまんな

か実行計画 2024」は、いじめ防止、不登校の子どもの支援など幅広い子どもの施策

を網羅している。国の令和７年度予算案においては、ＧＩＧＡスクール構想の着実

な推進と学校ＤＸの加速、部活動の地域連携や地域クラブ活動への移行、不登校・

いじめ対策等が盛り込まれている。 

本区においては、令和７年３月に目黒区子ども総合計画（令和７年度～11年度）が

策定され、子どもの権利が大切にされ、子どもが自らの意思で生き生きと成長していけ

る環境づくりを目指すとしている。新規事業として幼小中の連携、地域学校協働活

動＊2の推進など、学校教育に係る様々な施策が盛り込まれた。 

また、生涯学習においては、ウェルビーイングの実現にあたり、教養を高め、多

様な人々と出会い、自己実現を図るための学習が非常に重要な意義を持ち、その観

点から、個人の自発的意思に基づいて生涯を通じて行う生涯学習の必要性が高まっ

ている。また一人ひとりが個性を持ち、自分以外のウェルビーイングにも配慮し多

様性を認め合う社会的包摂の精神が重要となっている。 

 

 

 

 

第４ 施策とその方向性 

教育を取り巻く社会情勢や現状・課題を踏まえ、５つの施策とその方向性を示

し、取組を進めていく。 

 

【施策１】知・徳・体を総合的に捉えた資質・能力の育成 

〈現状・課題〉 

学校教育には、知・徳・体を一体的に捉え、３つの資質・能力である「知識及び技能」

「思考力・判断力・表現力等」「学びに向かう力・人間性等」をバランスよく育むことが求

められている。 

特に、学習の基盤となる資質・能力や、現代的な諸課題（主権者に関する教育、人権教

育、ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）等に対応して求められる資質・能力の育成を

図るためには、ＩＣＴ機器を教材・教具や学習ツールの一つとして効果的に活用し、これ

まで以上に個別最適な学びと協働的な学びを推進するとともに、教科等横断的な学習の推

進や「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を図ることが求められてい

る。 

また、児童・生徒が主体的に学習課題を発見し、自分に合った学習方法等を用いた学習

計画を立て、自己調整しながら学びを深めていくことができるよう、発達段階に配慮しな

がら指導することが重要である。 
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１－１ 確かな学力の向上 

 

きめ細かい指導や教科の専門性を生かした指導ができるよう指導体制を整える

とともに、学力の定着状況の把握・分析を踏まえた指導方法の工夫・改善を図

る。また、充実した研修により、個別最適な学び、協働的な学びの充実を通じた

「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を推進する。 

１－２ 豊かな心の育成 

     人権教育や道徳教育を通じて、人権意識を高め、道徳性を養うとともに、文

化、芸術、スポーツなど様々な体験活動を通じて、社会性・協調性や規範意識

を醸成する教育活動を推進する。 

１－３ 健やかな体の育成 

     児童・生徒の望ましい運動習慣・生活習慣の確立に向け、学校と家庭が連携

し、健康の保持増進及び体力向上の取組や食育など健康教育を推進する。 

１－４ ＩＣＴを活用した教育の充実 

児童・生徒が学習用情報端末を中心としたＩＣＴ環境を効果的に活用する中

で、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実を図るとともに、

情報活用能力の育成を図る。 

 

【施策２】学校の教育活動を支える環境整備の推進 

〈現状・課題〉 

いじめ・体罰、不登校等の諸課題は社会全体で取り組むべき重要な課題であり、学校や

保護者、地域、関係機関等と連携・協力し、適切に対応する必要がある。また、全ての子

どもが可能な限り共に学ぶことに配慮しつつ、特別支援教育のさらなる充実が求められて

いる。   

予測困難な時代において、災害や感染症など非常時においても、子どもたちの健やかな

学びを保障するため、引き続き、ＩＣＴ環境整備をはじめ、学習環境・指導体制の充実な

どに取り組むとともに、実施計画及び学校施設更新計画に基づく学校施設の計画的な更新

を進め、教育環境の整備を通じて「魅力と活力にあふれ、信頼される学校」の実現を図る

必要がある。 

２－１ いじめ防止等の対応の充実 

     いじめはどこでも、誰にでも起こりうる問題であり、同時に重大な人権侵害

であるという認識の下、「目黒区いじめ防止対策推進条例」「目黒区いじめ防止

基本方針」に基づき、いじめを許さない強い姿勢で、いじめの防止等の対策を

総合的・効果的に推進する。 

２－２ 不登校等への対応の充実 

     不登校の未然防止、幼児・児童・生徒の健全育成推進のため、様々な専門

家、学習支援教室「めぐろエミール」、関係機関、地域コミュニティと連携を

図りながら、不登校等の課題解決に向けて学校や保護者等への支援に当た

る。 



58 

 

２－３ 特別支援教育の推進 

一人ひとりの豊かな学びと切れ目のない支援を目指して、心のバリアフリーの推

進、一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導・支援の充実、保護者や関係機関等と

の連携による支援体制の充実等、「特別支援教育推進計画（第五次）」に掲げる施策

を総合的に推進し、特別支援教育のさらなる充実を図る。 

２－４ 学校のＩＣＴ環境整備の推進 

計画的かつ効果的に学校のＩＣＴ環境の改善及び維持・管理に取り組むとと

もに、児童・生徒及び教職員が安全安心に学校でＩＣＴを活用するための情報

セキュリティの向上を図る。 

２－５ 就学前施設・小学校中学校間の連携・交流の強化 

幼稚園・こども園及び保育園等と小学校、小学校と中学校の間の連携や交

流を一層深め、校種間の円滑な接続を図る。 

２－６ 統合新校の新校舎整備及び学校施設の計画的な更新 

統合新校の新校舎を整備するとともに、老朽化した学校施設の計画的な更

新を進めることで、児童・生徒の学習環境・生活環境の充実・改善を図る。 

 

【施策３】学校内外の連携・分担による学校マネジメントの実現 

〈現状・課題〉 

社会が加速度的に変化し、複雑性と困難性を増す中、学校現場では、学習指導要領へ

の対応やＧＩＧＡスクール構想等をはじめとする校務ＤＸなど大きな変革が進んでい

る。近年では、全国的な傾向である教師不足が教職員の負担を増加させる一因となって

おり、心身の健康を保持し、子どもと向き合う時間や授業準備等の時間を確保できる環

境が必要となっている。 

課題への対処として、校長のリーダーシップの下、教職員一人ひとりが専門性を発揮

できるような組織運営を通じて、学校組織全体としての総合力を発揮していくことのほ

か、学校を支える校内の人材と保護者、地域との連携・協働により、児童・生徒の健全

な成長を図ることが求められている。 

３－１ 高い専門性と指導力、協働性を備えた教員人材の育成 

教員としての資質・能力の向上を図るため、教員の職層や経験に応じた研修

や専門性を高める研修、教育課題に対応した研修を意図的・計画的に実施する

とともに、日常的に学び合う校内研修や、主体的に行う研修を実施する。 

また、本区の特色である文部科学省研究開発学校の取組（小学校４０分授業

午前５時間制を全校実施、中学校４５分授業を一部の中学校において実施）を

生かして創意工夫に富んだ魅力ある学校づくりを行う中で、教員人材の育成を

図る。 
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３－２ 働き方改革の推進・「チーム学校」の機能強化 

「目黒区立学校・園における働き方改革実行プログラム」に基づき、子ども

と向き合う時間を創出するための環境整備と勤務時間を意識した働き方を推進

する。 

３－３ 「地域とともにある学校づくり」と「学校を核とした地域づくり」の実現 

７年度から小学校２校、中学校１校で先行実施するコミュニティ・スクール

（学校運営協議会を設置している学校）と地域学校協働活動の一体的推進に向

けた取組等により、保護者や地域住民等が学校運営に参画し、相互に連携・協

働して、地域とともにある学校づくりと学校を核とした地域づくりを進めてい

く体制を整備する。 

 

【施策４】子どもの安全・安心の確保 

〈現状・課題〉 

学校は、児童・生徒が安心して学習を行うことが求められる場所であり、学校におい

てその安全な環境を整備し、事件・事故を防止するための取組を進める必要がある。 

また、子どもたちに自らの安全を確保できる基礎的な資質・能力を育成するための安

全教育や、地域・関係機関との連携による安全対策の強化が求められている。 

４－１ 子どもの安全教育の推進 

自らの安全を確保することのできる基礎的な資質・能力を、学校教育全体を

通じて育成していけるよう、生活安全・交通安全・災害安全の観点をもって、

生命（いのち）の安全教育や防災教育、防犯教育のより一層の推進を図る。ま

た、関係機関と連携したセーフティ教室等の実施により、児童・生徒の健全育

成の活性化及び充実を図る。 

４－２ 地域や関係機関との連携による安全対策の強化 

登下校時の事故や犯罪から子どもたちを守るため、学校が地域や関係機関と

連携して、危険を予知するために必要な対応策を講じる。 

また、保護者や地域、関係機関で子どもの安全対策のより一層の充実を図

る。 

４－３ 学校・園における児童虐待等の早期発見・早期対応の推進 

児童虐待防止法に基づき、対策を確実に実施するため、教職員研修を実施す

るとともに、関係機関との連携を密にして、「児童虐待防止マニュアル」を踏

まえた児童虐待の早期発見・早期対応を推進する。 

 

【施策５】生涯学習の充実 

〈現状・課題〉 

社会やライフスタイルの変化等により、人と人との「つながり」の希薄化が指摘さ

れ、孤独・孤立の問題が顕在化するなど、社会的包摂とその実現を支える地域コミュニ

ティが一層重要になっている。 

また、様々な社会的課題を解決するための人への投資の充実、デジタル社会の進展へ

の対応の必要性が増大する中、人生１００年時代を見据え、生涯にわたって自ら学習
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し、自己の能力を高め、働くことや、地域や社会の課題解決のための活動につなげてい

く必要性が一層高まることが考えられる。 

区民一人ひとりが、生涯を通じて、いつでもどこでも、生き生きと学び、学び合い、

また、学んだことを地域の中で生かすことができるよう、生涯学習環境整備を進め、施

策を推進していくことが必要である。  

 

５－１ 生き生きと学び合える生涯学習事業の充実 

区内及び近隣地域の教育機関の専門性を生かした生涯学習講座の実施など、

区民の関心や意欲に応える生涯学習事業に取り組むとともに、誰もが、いつで

も、どこでも講座や団体等の情報を得られるように、様々な媒体を使った情報

提供をさらに充実していく。 

５－２ 家庭教育を支援する事業の実施 

子どもの生活習慣の習得や自立心の育成など、すべての教育の出発点である

家庭教育が保護者の自覚と責任によって行われるよう、家庭教育講座などを引

き続き行う。 

５－３ 文化財を活用した啓発・普及事業の実施 

区内の歴史的建築物や埋蔵文化財を調査・記録して、文化財保護等寄付金も

活用しながら貴重な文化財を将来にわたって保存・継承していく。 

また、文化財や歴史資料を活用した企画展の開催などを通じ、文化財への理解を

深め、保護への啓発を行う。 

５－４ 図書館サービスの充実 

重点テーマを定めた図書資料の計画的な収集、地域の課題や特定のテーマに

関連した展示により、区民ニーズに沿った的確な資料提供を行うとともに、電

子書籍貸出サービス（めぐろ電子図書館）と地域資料のデジタル化による非来

館型サービスの充実を図る。  

また、学校教育との連携による児童・生徒の電子図書館の活用を推進する。

図書館利用に障害のある方々一人ひとりの状況に応じた障害者サービスの提

供、子どもたちの読書活動の推進と学習活動の支援について取組を進める。 

さらに、子どもたちが本と親しみ、より深く学びを楽しむための環境づくりを進

め、子どもたちが主体的に読書活動に取り組めるよう、「目黒区子ども読書活動推

進計画（仮称）」を策定する。 

 

第５ 実施事業の策定 

施策とその方向性に対応した実施事業を別紙のとおり定める。 
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令和７年度教育行政運営方針実施事業 

施策１ 知・徳・体を総合的に捉えた資質・能力の育成 

番号 項目 所管課 

１－１ 確かな学力の向上 

1－1－1 授業改善の推進 教育指導課 

連番号 

 １ 

本区の特色である文部科学省研究開発学校（小学校４０分授

業午前５時間制を全校実施、中学校４５分授業を一部の中学

校において実施）や目黒区教育委員会教育開発指定等により、

個別最適な学び、協働的な学びの充実を通じた「主体的・対話

的で深い学び」の実現に向けた指導方法の工夫・改善を行う。 

また、区独自の学習状況調査や全国学力・学習状況調査等の

教育データから児童・生徒の個別最適な学びと教員による個別

支援の充実を図る。 

1－1－2 外国語教育の充実 教育指導課 

連番号 

２ 

ＡＬＴの活用のほか、体験的に英語を使う機会として、全区

立中学校第１学年生徒を対象とした日帰り体験型英語学習や、

希望する区立中学校第２学年生徒を対象としためぐろイングリ

ッシュ・キャンプを実施する。 

1－1－3 理科教育の充実 教育指導課 

連番号 

３ 

理科に対する興味・関心を高め、科学的リテラシーを向上さ

せるため、引き続き、観察実験支援員等を配置・活用するとと

もに、指導資料「理科指導のポイント」を配付し、問題解決の

学習の進め方及び観察・実験のポイント等の理解を深める。 

１－２ 豊かな心の育成 

1－2－1 人権教育の推進 教育指導課 

連番号 

４ 

学校・園において、人権教育の質的向上を図るため、目黒区

人権教育推進校の取組の成果を実践報告や授業公開等を通じ

て、他校・園に普及・啓発する。 

1－2－2 国際社会に対応する教育の推進 教育指導課 

連番号 

５ 

小・中学校の各教科等で行われる国際理解教育において、外

国との交流活動や我が国の伝統文化に関する学習を引続き推進

する。 

また、帰国児童・生徒や外国籍の児童・生徒が増加傾向であ

る現状を踏まえ、持続可能な日本語指導・支援体制の確立を図

る。 

1－2－3 体験学習の充実 学校運営課 

教育指導課 連番号 

６ 

自然を愛し、美しいものに感動する体験活動や、体育・文化

について日常の学習の成果を発揮する場、美しい芸術を共に体

験し、感動を分かち合う機会等を教育課程に位置付けて実施

し、実施後は評価・改善を図り充実に努める。 

1－2－4 連合行事等の実施 教育指導課 

連番号 

７ 

自他のよさを見付け合い、自己の成長を振り返り、積極的に

自己を伸長しようとする態度を養うため、互いの運動や演奏を

見合う連合行事を実施する。 

別 紙 
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番号 項目 所管課 

１－３ 健やかな体の育成 

1－3－1 体力向上に向けた取組の推進 教育指導課 

連番号 

８ 

幼稚園・こども園年長から中学校第３学年までの系統的な健

康の保持増進及び体力向上を図るために、「めぐろ ここカラダ

月間」を年３回設定し、「めぐろ ここカラダシート」等の活用

の推進を図る。 

1－3－2 健康教育の推進 学校運営課 

連番号 

 ９ 

学校健康トレーナーを全小学校へ定期的に派遣するととも

に、健康課題をもつ児童を対象に「めぐろ元気あっぷ教室」を

開催し、課題の改善に取り組む。 

また、学校健康トレーナーによる健康相談、食育推進指導員

による栄養相談、小児生活習慣病専門医による講演・相談事業

等を行う。 

1－3－3 食育の推進 学校運営課 

連番号 

10 

「学校（園）における食育指針」に基づき、学校、園での食育

の推進を図る。また、「学校・園におけるアレルギー疾患への対

応の手引き」に基づき、食物アレルギーをもつ児童・生徒への

安全な学校給食の提供に取り組む。 

１－４ ＩＣＴを活用した教育の充実 

1－4－1 情報活用能力の育成 教育指導課 

連番号 

11 

小学校では「目黒区立小学校プログラミング教育モデルカリ

キュラム（令和４年１２月改訂）」に基づき、ＩＣＴ支援員を活

用したプログラミング教育を全学年３時間程度実施するなど、

発達段階に応じた児童・生徒の情報活用能力の育成を図る。 

1－4－2 ＩＣＴ機器を活用した指導力の向上 教育指導課 

 

連番号 

12 

ＩＣＴ支援員やＧＩＧＡ支援員による日常的な支援に加え、

教育指導課訪問や、各種巡回訪問の機会を捉え、個々の教員の

授業に即したＩＣＴの利活用について指導・助言を充実させ

る。 

施策２ 学校の教育活動を支える環境整備の推進 

番号 項目 所管課 

２－１ いじめ防止等の対応の充実 

2－1－1 いじめへの組織的な対応の実施・充実 教育指導課 

連番号 

13 

「目黒区いじめ防止対策推進条例」「目黒区いじめ防止基本方

針」に基づき、関係機関と連携しながら、いじめ防止等の対策

を効果的に推進する。各学校では「学校いじめ防止基本方針」

を見直すとともに、その内容について教職員及び保護者等と共

通理解を図る。また、「学校いじめ対策委員会」を核とした組織

的な対応に向け、各学校における年３回以上の研修のほか、生

命等にかかわる重大事態発生時の対応訓練を実施する。 
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番号 項目 所管課 

２－２ 不登校等への対応の充実 

2－2－1 不登校児童・生徒等の学習支援の充実 教育支援課 

連番号 

14 

学習支援教室「めぐろエミール」において不登校児童・生徒

の学習支援を行うため、一人ひとりのニーズに応じた個別指

導・支援を行う。また、不登校児童・生徒の居場所機能の充実

を図るとともに、令和６年５月に開始した東根住区センター児

童館に加え、さらにもう 1か所で室外指導事業を展開する。 

また、中学校７校において校内別室を整備し、校内別室指導

支援員のもと、別室で学校生活を過ごす生徒の支援を行う。 

2－2－2 教育相談体制の充実 教育支援課 

連番号 

15 

不登校の未然防止等を含む幼児・児童・生徒の健全育成推進
のため、スクールカウンセラーを全校・園へ派遣する。スクー
ルカウンセラーや教育相談員を活用し、電話や来室による教育
相談の充実を図る。 

また、児童・生徒からの相談しやすい環境として「めぐろそ
うだんポスト」を運用することにより、学習用情報端末で直接
受け付ける。保護者連絡システムを用いて毎年度配信する不登
校児童・生徒の保護者向けリーフレットを活用し、教育相談体
制の周知・啓発に努める。 

2－2－3 関係機関等との連携強化 教育支援課 

連番号 

16 

 

スクールソーシャルワーカー、教育相談員、スクールカウン
セラー、学習支援教室「めぐろエミール」や関係機関等と連携
を図りながら、不登校等の諸課題の早期発見と早期対応を促進
する。 

各学校が作成する不登校の個票において、ヤングケアラーの
状況にないか把握し、虐待やネグレクト等の疑いと合わせて、
関係機関と連携して対応する。 

２－３ 特別支援教育の推進 

2－3－1 交流及び共同学習の充実 教育支援課 

連番号 

17 

 

教職員、児童・生徒、保護者・区民への特別支援教育に関す

る理解啓発を継続的に実施するとともに、知的障害特別支援学

級における通常の学級との交流及び共同学習の充実に向け、重

点支援校を指定し、毎月１回程度、指導主事を派遣して授業実

施等の支援を行う。 

2－3－2 特別支援教室の適切な運営 教育支援課 

連番号 

18 

区立小・中学校の特別支援教室をアドバイザーが巡回し、特

別支援教室の運営を指導・助言すること等により、指導の充実

を図る。 

2－3－3 保護者や関係機関との連携による支援体制の充実 教育支援課 

連番号 

19 

医療・教育・心理の専門家が幼稚園、こども園、保育園等を

訪問し、教職員や保護者からの相談を受け助言する小学校就学

前ガイダンスを実施し、保護者や学校関係機関と連携した支援

体制の充実を図る。 

２－４ 学校のＩＣＴ環境整備の推進 

2－4－1 教育システムの更新 学校ＩＣＴ課 

連番号 

20 

小学校４校及び中学校２校の教育システム（指導者用ＰＣ、

大型提示装置等）及び校内ネットワーク更新（高速大容量化）

を行う。 
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番号 項目 所管課 

2－4－2 ＧＩＧＡシステムの更新 学校ＩＣＴ課 

 

連番号 

21 

全小・中学校の１人１台学習用情報端末（GIGAシステム）の

更新を行う。 

２－５ 就学前施設・小学校中学校間の連携・交流の強化 

2－5－1 小学校・中学校間の連携・交流の充実 教育指導課 

連番号 

22 

児童・生徒の生きる力を育むため、「小・中連携子ども育成プ

ラン」に基づき、小・中学校が連携した教育活動を進める。 

2－5－2 幼児教育と小学校教育との円滑な接続 教育指導課 

連番号 

23 

 

幼児期の学びと小学校での学びとの円滑な接続を目指して、

就学前施設と小学校の教職員を対象とした合同研修会を実施す

る。区立幼稚園・こども園が取り組む主体的・協働的な探究活

動の実践の成果について、区立小学校を含め区内で共有する。 

２－６ 統合新校の新校舎整備及び学校施設の計画的な更新 

2－6－1 統合新校の新校舎整備 学校施設計画課 

連番号 

24 

旧第九中学校及び旧第十一中学校の既存校舎解体工事、目黒

南中学校及び目黒西中学校の新校舎建設工事等を実施する。 

2－6－2 向原小学校の施設更新 学校施設計画課 

連番号 

25 

既存校舎の解体工事、新校舎の建設工事等を実施する。 

2－6－3 鷹番小学校の施設更新 学校施設計画課 

連番号 

26 

新校舎の実施設計、ビオトープ再整備・活用検討、既存校舎

の内装改修工事等を実施する。 

2－6－4 大岡山小学校の施設更新 学校施設計画課 

連番号 

27 

敷地測量、ボリューム検討、地歴調査等を実施する。 

2－6－5 第一中学校の施設更新 学校施設計画課 

連番号 

28 

敷地測量、土壌汚染調査等を実施する。 

施策３ 学校内外の連携・分担による学校マネジメントの実現 

番号 項目 所管課 

３－１ 高い専門性と指導力、協働性を備えた教員人材の育成 

3－1－1 研究指定校制度を活用した教員の指導力の向上 教育指導課 

連番号 

29 

本区の特色である文部科学省研究開発学校（小学校４０分授

業午前５時間制を全校実施、中学校４５分授業を一部の中学

校において実施）や目黒区教育委員会教育開発指定校、目黒区

人権教育推進校の取組等を通して、創意工夫に富んだ魅力ある

学校づくりを推進し、児童・生徒の学びを支援する伴走者とし

ての能力の育成を図る。 
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番号 項目 所管課 

3－1－2 職層や教育課題等に応じた研修の充実 教育指導課 

連番号 

30 

教員の資質・能力の向上を図るため、「主体的・対話的で深い

学び」の視点に基づく授業改善や、区としての今日的な教育課

題等を取り入れた研修を実施する。 

また、教員が自身のスケジュールに合わせて受講時間を選択

できるｅラーニング研修や動画配信、オンライン双方向研修を

効果的に取り入れる。 

３－２ 働き方改革の推進・「チーム学校」の機能強化 

3－2－1 学校を支える人員体制の充実 教育政策課 

教育指導課 

 

連番号 

31 

教員や副校長の業務負担軽減のため、実態に応じた専門スタ

ッフやスクール・サポート・スタッフ、副校長補佐に加え、ス

クールロイヤー、学校経営相談員を教育委員会事務局に配置

し、寄せられる意見等への対応について、学校の支援を行う。 

3－2－2 学校業務（用務等）の委託化の推進 教育政策課 

連番号 

32 

より効果的・効率的な学校業務（用務等）の運営を図り、今

後も良好な学校環境の維持及び安定的な学校運営を行うため、

先行実施校における実施状況を検証の上、委託対象校の拡大を

図る。 

3－2－3 学校外プールの活用 学校施設計画課 

連番号 

33 

目黒区立小・中学校におけるプール施設整備の考え方に基づ

き、計画的な授業の実施と教員の負担軽減、水泳指導の充実を

目的として、小学校２校で民間プール施設での水泳指導を実施

する。 

3－2－4 持続可能な部活動の推進 教育政策課 

学校運営課 

教育指導課 

連番号 

34 

部活動の内容充実と教員の負担軽減を図るため、引き続き中

学校１校をモデル校として、顧問業務や専門的な技術指導等を

民間事業者へ委託するとともに、その効果の検証を行う。 

併せて、地域連携の充実及び地域移行の実施に向けて、区内

の関係団体等と連携し、取組への協力手法等、調査・検討を進

める。 

3－2－5 教職員の健康確保に向けた取組 教育指導課 

連番号 

35 

出退勤管理システムにより勤務時間の実態を把握し、長時間

労働に当てはまる教職員に対し、チェックリストの提出による

健康状態の確認や産業医による面接指導を行う。 

教育指導課教職員係に配置している保健師が巡回訪問や個別

面談をする保健師相談事業を継続して実施する。 

また、東京都教育委員会事業を活用したアウトリーチ型相談

を併せて実施する。 

3－2－6 小学校における教科担任制等の推進 教育指導課 

連番号 

36 

児童の学力向上と、複数の教員による多面的な児童理解を促

すため、教員の教科指導における専門性を生かした教科担任制

や交換授業等の推進を図る。 
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番号 項目 所管課 

３－３ 「地域とともにある学校づくり」と「学校を核とした地域づくり」の実現 

3－3－1 学校評価の実施・活用 教育指導課 

連番号 

37 

 

児童・生徒、保護者、地域の方々、教職員による学校評価ア

ンケート（デジタル化）を実施する。 

各学校においては、デジタルの利点を生かし、学校評価アン

ケートを実施した直後に、アンケート結果を踏まえた自己評価

及び学校関係者評価を実施し、学校運営の改善・充実を図る。 

 

3－3－2 学校運営協議会と地域学校協働活動の一体的な推進 生涯学習課 

連番号 

38 

令和７年度からコミュニティ・スクールとなった原町小学

校、不動小学校、第一中学校に対し、学校運営協議会への運営

支援及び地域学校協働本部の整備・支援を行う。 

また、フォーラムの実施等を通じて、コミュニティ・スクー

ルの仕組みや地域学校協働活動を周知・啓発する。   
さらに、令和８年度の学校運営協議会の設置校を決定し、当

該校の校長等に研修を実施するほか、学校運営協議会委員と地

域学校協働活動推進員の人材確保・養成に努める。 
3－3－3 放課後フリークラブ事業の推進 生涯学習課 

連番号 

39 

放課後や休日等における子どもの安全・安心な居場所の確保

のため、「子ども教室」の実施小学校区の拡大及び教室内容の充

実を図る。また、放課後子ども総合プランによる「ランランひ

ろば」について、放課後子ども対策課と協力・連携していく。 

施策４ 子どもの安全・安心の確保 

番号 項目 所管課 

４－１ 子どもの安全教育の推進 

4－1－1 安全教育の推進 教育指導課 

連番号 

40 

児童・生徒の安全への意識の向上に向け、ライフジャケット

を提示するなど具体的な場面を想定した安全指導や、発達段階

に応じた「生命（いのち）の安全教育」を実施し、安全対策の

充実を図る。 

また、保護者・地域の協力による地域安全マップの作成（小

学校）を行うとともに、交通安全教室を実施する。 

4－1－2 防災教育の充実 教育政策課 

教育指導課 連番号 

41 

自ら主体的に行動ができる能力を育むため、実践的な避難訓

練の実施や、学習ｅポータル内に設置した「安全教育・防災教

育ポータルサイト」を活用したり、地域の防災訓練と連携した

りするなど防災教育を引き続き実施する。 

また、中学生及び教職員を対象に普通救命講習会を実施す

る。 

４－２ 地域や関係機関との連携による安全対策の強化 

4－2－1 防犯・防災等の情報共有 教育政策課 

 

連番号 

42 

保護者連絡システムを用いて、教育委員会から不審者情報な

ど子どもの安全に関する緊急情報の配信、学校・園から自然災

害発生時の対応の連絡など、保護者にとって有用な活用を図

り、児童・生徒の安全・安心を確保する。 
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番号 項目 所管課 

4－2－2 通学路の安全確保 教育政策課 

連番号 

43 

学校・ＰＴＡから報告のあった小学校通学路の危険箇所につ

いては、道路管理者や警察など関係機関と連携・協力し必要な

対策を行っていくとともに、必要に応じて学校・ＰＴＡ等と関

係機関との合同での点検を実施する。 

4－2－3 学校・園の防犯体制の強化 教育政策課 

連番号 

44 

子どもや学校関係者の安全確保を図るため、小・中学校、幼

稚園・こども園の運動会・体育祭及び区立中学校連合体育大会

に警備員を配置するとともに、小学校、幼稚園・こども園にお

いて、校門前等の昼間警備を引き続き試行で実施する。 

４－３ 学校・園における児童虐待の早期発見・早期対応の推進 

4－3－1 児童虐待の早期発見・早期対応の徹底に向けた取組の強化 教育指導課 

連番号 

45 

「児童虐待防止マニュアル」に基づく対応を全教職員に徹底す

るとともに、学校・園と子ども家庭支援センター等との情報共

有及び連携の強化を図る。また、教職員の児童虐待防止への意

識を高め、児童虐待防止に関する各学校の取組の充実に向けた

研修を実施する。 

施策５ 生涯学習の充実 

番号 項目 所管課 

５－１ 生き生きと学び合える生涯学習事業の充実 

5－1－1 大学等教育機関の専門性を生かした事業の実施 生涯学習課 

連番号

46 

現在実施している区内及び近隣教育機関との連携・協力を進

め、ニーズに沿った企画を実施するとともに、ＩＣＴを活用し

た講座も取り入れながら、区民の生涯学習の機会拡大を図る。 

５－２ 家庭教育を支援する事業の実施 

5－2－1 家庭の教育力向上に向けた学習機会等の提供 生涯学習課 

連番号

47 

家庭教育の自主性を尊重しつつ、家庭教育に関する学習機会

の提供を行い、子どもの生活習慣の習得や自立心の育成に向け

て、より効果的な支援に向けた検討を進める。 

５－３ 文化財を活用した啓発・普及事業の実施 

5－3－1 歴史的建造物、遺跡調査の実施 生涯学習課 

連番号

48 

文化財として価値のある歴史的建築物の調査、埋蔵文化財保

護のための試掘調査を実施し、めぐろの歴史と文化を記録保存

する。 

5－3－2 めぐろ歴史資料館事業の実施 生涯学習課 

連番号

49 

めぐろ歴史資料館の機能移転に伴い、展示・所蔵資料の整理

を行うとともに、事業の在り方について検討を進め、デジタル

ミュージアムを公開するなど、幅広い年齢層に親しんでもらう

ための事業を実施する。 

  



68 

 

番号 項目 所管課 

５－４ 図書館サービスの充実 

5－4－1 図書館資料の充実と的確な資料提供 八雲中央図書館 

連番号 

50 

知・文化の拠点として、資料収集の重点テーマを定め、指定

寄付金（ふるさと納税）を活用しながら図書館資料の充実を図

る。 

また、これらの資料（蔵書）を活用し、地域の課題や特定の

テーマに関連した展示により区民ニーズに沿った的確な資料提

供を行う。 

5－4－2 電子書籍貸出サービスの充実 八雲中央図書館 

連番号 

51 

非来館型サービスとして区民が活用している電子書籍貸出サ

ービス（めぐろ電子図書館）について、様々な分野のコンテン

ツの充実と地域資料のデジタル化を推進する。 

また、学校教育との連携による児童・生徒の電子図書館の活

用を推進する。 

5－4－3 障害者サービスの充実 八雲中央図書館 

連番号 

52 

障害などにより図書館利用に支障のある方向けの資料（録

音・点字図書、マルチメディア資料など）の提供、対面朗読、

来館困難者に対する資料配送などのサービスを行う。 

また、録音図書作成などのボランティアである障害者サービ

ス協力員の育成などによりサービスの充実を図る。 

5－4－4 子ども読書活動の推進及び学習活動の支援 八雲中央図書館 

連番号 

53 

学校への図書資料の団体貸出、調べ学習支援、ワークショッ

プやフォローアップ研修による読み聞かせボランティアの育成

等を行い、子どもの読書活動の推進及び学習活動の支援につい

ての取組を進める。 

5－4－5 「目黒区子ども読書活動推進計画（仮称）」の策定 八雲中央図書館 

連番号 

54 

多くの子どもたちが本と親しみ、より深く学びを楽しむため

の環境づくりを進め、子どもたちが主体的に読書活動に取り組

めるよう、「目黒区子ども読書活動推進計画（仮称）」を策定す

る。 
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目黒区立学校・園における働き方改革実行プログラムの取組の方向性と具体的取組 

 

取組の方向性 １  

学校業務改善支援の推進 

 

（１）教育委員会による学校業務の負担軽減 

■１ 調査依頼等の精査            教育政策課 

教育指導課・各課 

  

現状・課題  

  教育委員会事務局から学校・園へ依頼する調査業務等について、より一層の精査を進める

など、負担軽減対応が求められています。 

 取組内容 

   学校・園への調査依頼等は必要最低限にするとともに、教育委員会全課でメールの件名を

統一する、様式の簡略化を図る、教員を対象とする調査は校務系システムを通じて依頼する

などの工夫により、可能な限り、学校・園の調査・アンケート回答業務負担の軽減を図りま

す。 

 

■２ 学校への配付依頼文書等の精選      教育政策課 

各課 

  

現状・課題  

  教育委員会事務局以外の区の部局等から学校・園に対して、様々な文書等の配付依頼や協

力要請があり、負担軽減対応が求められています。 

 取組内容 

   教育委員会から各部局等へ依頼内容を必要最小限にするとともに、教職員の負担軽減を念

頭においた依頼方法の工夫を要請するなど、可能な限り、学校・園における業務負担の軽減

を図ります。 

  

■３ 会議・研修等の効率的な実施  教育政策課 

教育指導課・各課 

 

 現状・課題  

  教員が学校を離れる時間を最小限にするため、教育委員会事務局から学校・園に出席を依

頼する会議・打合せについて、精選するとともに、研修のｅラーニング化やオンライン会議

システムの積極的な活用を検討する必要があります。 

 取組内容 

   教育委員会事務局主催の会議を精査し、開催回数や時間帯、方法の見直しを図り、学校の

繁忙期に配慮した日時の設定、書面開催やオンライン双方向会議を組み合わせ、会議時間を

縮減するなど、効率的な会議運営に努めます。 

また、教員が自身のスケジュールに合わせて受講時間を選択できるｅラーニング研修や動

画配信、オンライン双方向研修を実施します。  

資 料 ２ 
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■４ 勤務時間等の服務管理の効率化  教育指導課 

 

 現状・課題 

  令和３年度から小・中学校に教職員出退勤管理システムを導入し、勤務時間の客観的な把

握が可能となっています。勤怠等の申請・ 決裁についても、電子的に行うことができるよう

になりましたが、操作等が煩雑で、必ずしも負担軽減が図られていない現状があります。 

 取組内容 

   教職員出退勤管理システムの更改の機会を捉えて、システムの改修又は再構築を行いま

す。現行システムの問題点を検証した上で、より使いやすいものとし、教職員の一層の負担

軽減を図っていきます。また、現在異なるシステムを利用している区費職員の勤怠管理を将

来的に同一システムにすることも含めて検討していきます。  

 

■５ 宿泊行事の見直し            教育指導課 

学校運営課 

 

 現状・課題 

教職員アンケートの結果から、「学校行事の準備・運営」について、多くの教職員が負担

に感じています。体験・見学コースの計画・選定、施設予約、関係諸機関への連絡・調整と

業務が多岐に渡り、負担軽減対応が求められています。 

 取組内容 

   自然宿泊体験教室の泊数や内容について、児童・生徒の実態及び小・中学校における体験

学習の現状、令和３・４年度の実績（コロナ感染症により泊数を縮減して実施）、各学校の

アンケート結果等を基に、教育活動全体のバランスに配慮し、発達段階を踏まえた体験活動

ができるよう検討していきます。 

  また、引き続き、人的サポートとして現地サポートスタッフや指導員・介助員を配置する

とともに、届出書類の簡素化等、教員の業務軽減になるよう支援をしていきます。 

 

■６ 給食費等の公会計化 学校運営課 

 

 現状・課題 

  教職員アンケートの結果から、「学校徴収金業務」を負担と感じている割合は回答比で

26％あり、学校徴収金業務に関わる教職員の多くが負担に感じていると考えられます。 

 取組内容 

   学校給食費等の公会計化について、他区の先行事例を調査し、検討を進めていきます。 
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（２）教育委員会による学校への人的支援 

■７ 教員の担当授業時数の軽減  教育指導課 

 

 現状・課題 

  教員一人の週当たりの担当授業時数の平均は、幼稚園・こども園では２３～２４時間、小

学校では２３時間程度、中学校では２１時間程度（小・中学校は平成３０年度調査結果）と

なっており、また、教員間でも差があることから、各学校は担当授業時数の均等化に向けた

取組を進めてきました。 

 取組内容 

   授業の計画・準備、評価に充てるための時間を保証するため、学習指導講師や学習指導員

の必要人員の配置を検討します。また、小学校において、一部の授業を任せられるだけの専

門性の高い外部人材を任用することができる都の事業「社会の力活用事業」を活用していき

ます。 

 

 

■８ 業務支援体制の充実  教育指導課 

 

 現状・課題 

  教員が児童・生徒への指導や教材研究等に注力できるよう、スクール・サポート・スタッ

フや副校長補佐など、教員の業務支援を行う人員体制を整備してきています。今後、一層教

員の負担軽減を図っていくためには、より効果的な活用や安定的に人材を確保することが求

められています。 

 取組内容 

   スクール・サポート・スタッフや副校長補佐などの活用事例を共有し、より効果的な活用

を進めます。また、円滑な人材確保の方法を含め、配置の拡充を検討していきます。 

 

 ■９ 多様な専門スタッフの活用  学校運営課 

教育指導課 

教育支援課 

 

 現状・課題  

  教職員の業務は多岐に渡り、様々な業務を担っている現状があります。働き方改革をさら

に進めるために必要なこととして「人的支援」と回答した割合は高く、学校・園への「人的

支援」を継続的に行うことが求められています。 

 取組内容 

   人材の安定的な継続配置に向けて、様々な方法・機会を活用した人材募集や任用後の職務

に応じた研修・ＯＪＴの実施などに取り組みます。また、専門的知識等をより活かすことが

できるよう、職務内容や役割分担等の整理を進めます。 

   

 

 

 

 

令和５年度（2023） 令和６年度（2024） 令和７年度（2025） 令和８年度（2026） 令和９年度（２０２７） 
 

     
 

〈多様な専門スタッフ〉  

・学校健康トレーナー 

・学校図書館支援員 

・日本語指導員  

・観察実験支援員 

・外国語指導員（ＡＬＴ） 

・スクールカウンセラー（ＳＣ） 

・スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ） 

など 

課題整理・検討 活用・実施 
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■10 学校事務職員への業務支援  教育政策課 

教育指導課 

 

 現状・課題 

  学校事務職員は、その専門性を生かして、学校の事務を一定の責任もって自己の担任事項

として処理し、より主体的・積極的に校務運営に参画することが求められています。また、

一人職場であることから、学校の負担軽減を図るためにも転入職員や新規採用職員へのサポ

ートが必要不可欠です。  

 取組内容 

   学校事務職員の職務を改めて明確化して、より主体的・積極的に校務運営に参画できる仕

組みづくりを行うとともに、学校徴収金管理システムを安定稼働させることで、学校徴収金

業務の効率化と教職員の負担軽減を図ります。併せて、転入職員や新規採用職員への研修

会、説明会及び日常的なサポートを通じて事務職員の資質・能力の向上に努めます。  

 

（３）ＩＣＴを活用した業務効率化 

■11 ＩＣＴ活用に係る専門的な支援 教育指導課 

学校ＩＣＴ課 

 

 現状・課題 

  教員の負担軽減を図るため、令和３年２月から学習用情報端末の利活用に関する専門性を

もつＧＩＧＡ支援員を週２回各学校に派遣し、学習用情報端末の操作支援やトラブル対応、

学習用情報端末を利用した授業へのサポートや研修の実施など、学習用情報端末を最大限に

活用した教育が行えるよう支援を行っています。 

学習用情報端末に係る年次更新作業やアカウント登録等は、教員の負担感につながってお

り、改善が求められています。 

 取組内容 

   ＧＩＧＡ支援員の配置について、各校の状況に合わせて配置するなど、学校の課題に応じ

た柔軟な対応ができるようなしくみづくりを検討し、各学校を支援していきます。年次更新

作業、アカウント登録等の業務についてもＧＩＧＡ支援員等による支援の充実を検討し、Ｉ

ＣＴ活用に係る事務的業務の軽減を図ります。支援体制については年度ごとに見直し、適時

適切に各学校を支援していきます。 

  また、学習用情報端末に導入されている学習支援ツールについて、使い方等の問い合わせ

窓口を設置するとともに、必要に応じて研修会を設定できるようにしていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度（2023） 令和６年度（2024） 令和７年度（2025） 令和８年度（2026） 令和９年度（２０２７） 
 

     
 

課題整理・検討 実施 
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■12 ＩＣＴを活用した校務の効率化・教材等の共有  教育指導課 

学校ＩＣＴ課 

 

 現状・課題 

  学校現場において、１人１台の学習用情報端末をはじめ、様々な情報システム・機器が導

入され、ＩＣＴを活用した教育の充実が求められる一方、急速な教育の情報化により、教員

が「ＩＣＴ関連業務」を負担に感じている現状があります。 

  学校を取り巻く状況の変化に対応しながら、「個別最適な学び」と「協働的な学び」を実

現できるよう、新しい時代にふさわしいＩＣＴ環境整備を効果的・効率的に実施することが

求められています。 

 取組内容 

   クラウドサービスの共有ドライブ機能を活用し、学校内だけではなく、全学校で教材等の

データの共有化を推進するとともに、ＡＩを活用した学習支援ツール、採点業務・テスト分

析等のアプリの導入など、先端技術の活用について、民間企業等とも積極的に連携・協力を

図りながら、導入の検討・検証を進めていきます。 

  

■13 ＩＣＴを活用した園務効率化  学校運営課 

学校ＩＣＴ課 

 

 現状・課題 

  教職員アンケートの結果等から、教職員全体のＩＣＴリテラシー向上を図りつつ、業務の

見直しの中でＩＣＴを効果的に活用し、園務の効率化を図ることが課題となっていることが

わかりました。また、取り扱う機器等の増加を踏まえた働きやすい職場環境づくりも課題と

なっています。 

 取組内容 

   情報発信ツールやオンラインフォーム等のＩＣＴの活用によって、保護者及び教員間の情

報共有・コミュニケーションの円滑化、ペーパーレス化などに取り組み、園務の効率化と利

便性の向上を図ります。また、園務効率化に資する取組については、各園に横展開し共有を

図ります。 

 

（４）外部委託等による負担軽減 

■14 学校用務等の委託化 教育政策課 

 

 現状・課題 

  常勤職員の退職不補充・非常勤職員活用に伴う業務水準維持に係る課題、不測の欠員等に

対する代替職員の配置、人事管理業務の負担等から、学校用務等の委託化の推進が求められ

ています。 

 取組内容 

   常勤職員の退職時期、学校施設更新・学校統合の状況等を考慮しつつ、学校用務等の業務

の委託範囲や実施時期を検討し、委託化への取組を進めます。 

 

  

令和５年度（2023） 令和６年度（2024） 令和７年度（2025） 令和８年度（2026） 令和９年度（２０２７） 

 

 

  
 

モデル校での試行実施 課題整理・委託の検討 
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■15 学校施設管理の委託化          学校施設計画課 

 

 現状・課題 

  施設の老朽化等に伴い、日常点検や小規模修繕への対応など施設管理における教職員等の

負担は大きくなっています。また、今後の学校施設の建替えにおいては、積極的に周辺施設

との複合化・多機能化を図るため、施設管理に係る業務量はさらに増加することが想定され

ます。 

  

 取組内容 

   学校施設更新の際には、施設管理業務の民間委託化を検討していきます。 

  

■16 学校外プールの活用           学校施設計画課 

 

 現状・課題 

  教職員は、学校プールの維持管理のために、日常清掃、水質管理、学年ごとの水位の調

整、設備の不具合への対応等を行う必要があり、一定の専門知識も必要です。また、近年の

気候変動による猛暑や豪雨などの影響により、水泳授業を計画的に実施することが困難にな

っています。 

 取組内容 

   民間プール施設及び地区プールでの水泳指導や、複数校でのプールの共用化を検討・実施

します。 

 

■17 持続可能な部活動の推進  学校運営課 

教育指導課 

 

 現状・課題  

  部活動は生徒にとって教育的意義の高い活動である一方、教員の献身的な勤務により支え

られている状況です。また、教員の長時間労働や、特に指導経験のない教員の心身の負担の

要因となっており、働き方改革も考慮した部活動改革の推進（地域との連携など）が求めら

れています。 

 取組内容 

   教員の負担軽減と活力ある部活動の実現に向け、外部指導者の必要人員の配置、安定的な

人材確保に努め、積極的に支援するとともに、資質・指導技術向上に向けた研修会を実施し

ます。 

また、今後の持続可能な部活動の在り方について、地域移行も含めた調査・研究を行いま

す。 
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■18 保護者・地域との連携・協働体制の構築  教育政策課 

生涯学習課 

 

 現状・課題 

  社会の急速な変化や新型コロナウイルス感染症の影響などにより、人と人との関わりや地

域とのつながりが薄れ、地域コミュニティの希薄化が懸念されます。また、学校を取り巻く

課題は山積し、複雑化・多様化・困難化する中、学校・園だけ、教職員だけでの対応は困難

となっています。 

このような中でも、学校・家庭・地域が一体となり、相互に連携・協働して、地域全体で

子どもたちの成長を支えながら、魅力ある学校づくりや教職員の負担軽減につながる仕組み

の構築を進める必要があります。 

 取組内容 

   学校運営協議会や地域学校協働活動などの取組を通じて、地域が学校運営や教育活動を支

援する活動に参画することにより、学校・家庭・地域が一体となって子どもや学校・園を支

える体制づくりを構築します。  

 

 

取組の方向性 ２  

教職員の勤務環境等整備 

  

■19 職員室の環境整備            学校施設計画課 

 

 現状・課題 

教職員がチームとして新たな学びを考えるために、職員室の在り方を見直す必要がありま

す。従来は、個人の机で業務を行うことが前提とされ、職員室には個人机と収納棚が配置さ

れて来ましたが、今後は、ＩＣＴの活用による働き方の変化に対応した執務空間や、教員間

のコミュニケーションや休息に利用できる共用空間の確保が求められています。 

 取組内容 

学校施設更新の際には、固定観念から脱し、新しい時代の学びを実現できる執務空間とし

て、職員室の充実を目指した計画を行います。 

 

■20 多様な働き方への対応          教育指導課 

学校ＩＣＴ課 

 

 現状・課題 

教員の家庭と仕事の両立を支援し、ワーク・ライフ・バランスを推進するため、働く時間

や場所に柔軟性を持たせられる環境を作っていくことが求められています。 

また、教職員アンケートから、校内でパソコンを持ち運び活用できる環境整備や自宅での

テレワークを希望する回答が多くありました。 

 取組内容 

校務の運営に支障がない範囲で、勤務時間の割振り変更や時差出勤などの活用を進めま

す。また、セキュリティを確保したシステム環境を整備した上で、フリーアドレス化による

業務の効率化や、長期休業期間を中心とした自宅でのテレワークの導入を進めていきます。 
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■21 休暇取得の促進 教育指導課 

 

 現状・課題 

  平成３０・３１年度に夏季休業期間中の教育活動停止日を、学校の実態に応じて５日間の

範囲内で試行的に実施しました。さらに、令和２年度から、全小・中学校において、夏季休

業期間中及び冬季休業期間中に日直を置かない教育活動停止日（夏季５日間・冬季２日間）

を実施しています。また、令和２年度、令和３年度の休暇取得状況から行事や研修の予定が

入らない期間を長くとることが休暇取得促進につながると考えられることから、長期休業期

間の研修や教育課程外の活動等の在り方について検討する必要があります。 

 取組内容 

   長期休業期間中の教育活動停止日を継続するとともに、夏季休業期間中の研修の設定期間

や長期休業期間の延長も含めて検討していきます。 

  

■22 教職員の健康確保に向けた取組      教育指導課 

 

 現状・課題 

  月当たりの時間外在校等時間が平均して４５時間を超えている教職員が、全体の４割を超

えています。教職員が疲労や心理的負担を過度に蓄積して心身の健康を損なうことがないよ

う、健康確保に向けた取組が求められています。 

 取組内容 

   教職員の勤務時間について、引き続き出退勤管理システムにより把握するとともに、過重

労働による健康障害防止策としての保健指導や、産業医との面談機会につなげていきます。

また、一人ひとりがタイムマネジメントを意識した働き方を進められるよう、健康確保の観

点からも周知・啓発に努めます。 

 

 

 

■23 研修の実施・充実 教育指導課 

 

 現状・課題 

  教職員アンケートの結果から、「健康上の不安」や「疲労」の蓄積があること、働き方改

革を進めるために「事務の効率化・削減」を必要と考えている教職員が多い実態が明らかと

なりました。各職層に応じた、教職員のメンタルヘルスや働き方改革に係る資質・能力の向

上を図ることが求められています。 

 取組内容 

  「改正教育公務員特例法に基づく公立の小学校等の校長及び教員としての資質の向上に関す

る指標の策定に関する指針の改正等」を踏まえ、１年次（初任者）研修、中堅教諭等資質向

上研修Ⅰにおける、メンタルヘルスや働き方改革に係る資質・能力の向上を図る研修計画の

検討を進めていきます。 

  

 

 

 

取組の方向性 ３  

教職員等の働き方改革に係る意識改革促進 
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■24 学校経営方針への位置付け 教育政策課/学校・園 

 

 現状・課題 

  学校・園において実効性のある取組を行うためには、教職員一人ひとりが勤務時間を意識

した働き方を心掛け、自らの業務を見直すとともに、学校経営方針に業務改善等の取組が明

示されることにより、園長、校長のリーダーシップの下、教育管理職と教員が目標や取組を

共有し、組織的に働き方改革を推進していくことが重要です。 

 取組内容 

全学校・園において、学校経営方針に働き方改革の取組が位置付けられ、各学校・園で業

務改善等の取組が共有されるよう、引き続き働きかけや支援を行っていきます。 

 

■25 保護者・地域への働き方改革の理解促進  教育政策課/学校・園 

 

 現状・課題 

 教員の長時間勤務を改善し、負担感を軽減していくには、教育委員会、学校・園の努力だ

けでは限界があり、保護者や地域のかたに教職員の勤務実態や学校・園での働き方改革の意

義や目的、具体的な取組について、理解・協力を得ていくことが必要です。 

 取組内容 

   区ホームページや広報、教育施策説明会等の機会を通じて、更なる周知に努め、情報発信

を行っていきます。 

 

 

取組の方向性 ４  

学校・園における取組の推進 

 

■26 校内会議等の精選・効率化            学校・園 

 

現状・課題 

  既に各学校・園において、職員会議などの打合せなど、会議の運営方法を見直し、効率化

を図っているところですが、現状では「会議・打合せ」が休憩時間や勤務時間外に行われた

りするなど、教職員の負担となっている現状があります。 

 取組内容 

   議題や終了時刻を明確にする、資料のペーパーレス化により準備の手間を減らす、設定時

間を工夫するなど、引き続き、校内における会議運営の効率化を行っていきます。 
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現状・課題 

  学校・園における働き方改革には、何か一つをやれば解決するという特効薬があるわけで

はなく、小さな取組を積み重ねることが必要です。一方、全ての学校・園で一律一斉に取組

を導入した場合、見直しを容易にできにくくなるなどのデメリットがあります。 

 取組内容 

   業務改善について、試行的な取組を行う学校を「業務改善モデル校」として位置付け、効

果・検証を行いながら、働き方改革の好事例として有効である場合は、他の学校での展開が

図れるよう、教育委員会としても支援し、働き方改革に資する取組を推進していきます。 

 〈試行的な取組例〉 

  採点業務・テスト分析等のアプリ導入、通知表の見直し、教育課程外の活動の見直しなど 

 

 

 

■27 業務改善モデル校の実施         教育政策課 

教育指導課/学校 
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